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(57)【要約】
　以下の一般式（１）で表されるハイドロフルオロエー
テル化合物［式中、ｎは１～２である。］。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の一般式（１）で表される、ハイドロフルオロエーテル化合物。
【化１】

　［式中、ｎは１～２であり、Ｒｆ１及びＲｆ２の各々の表わすものは、
　　（ｉ）独立して、１～８個の炭素原子を有する、直鎖又は分枝鎖ペルフルオロアルキ
ル基であって、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むもの、又は、
　　（ｉｉ）互いに結合して、４～８個の炭素原子を有する、環状構造を形成するもので
あって、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むものであり、
　Ｒｆｈは、ｎ＝１であるとき、１～１２個の炭素原子を有する、置換又は非置換の一価
の炭化水素基であって、場合により１つ以上の鎖状に連結するヘテロ原子を含み、ｎ＝２
であるとき、１～１２個の炭素原子を有する、置換又は非置換の二価の炭化水素基であっ
て、場合により１個以上の鎖状に連結するヘテロ原子を含む。］。
【請求項２】
　Ｒｆ１及びＲｆ２の各々の表わすものが、
　（ｉ）独立して、１～４個の炭素原子を有する、直鎖又は分枝鎖ペルフルオロアルキル
基であって、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むもの、又は、
　（ｉｉ）互いに結合して、４～６個の炭素原子を有する環状構造を形成するものであっ
て、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むものである、請求項１に記
載のハイドロフルオロエーテル化合物。
【請求項３】
　Ｒｆｈがハロゲン原子により置換されている、請求項１又は２に記載のハイドロフルオ
ロエーテル化合物。
【請求項４】
　Ｒｆｈがフッ素原子により置換されている、請求項１～３のいずれか一項に記載のハイ
ドロフルオロエーテル化合物。
【請求項５】
　前記ハイドロフルオロエーテル化合物が、少なくとも６０％のフッ素化度を有する、請
求項１～４のいずれか一項に記載のハイドロフルオロエーテル化合物。
【請求項６】
　前記ハイドロフルオロエーテル化合物が、以下の式のうちの１つ以上により表される、
請求項１～５のいずれか一項に記載のハイドロフルオロエーテル化合物。
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【化２】
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【化３】

【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載のハイドロフルオロエーテル化合物を含む、作動流
体であって、前記ハイドロフルオロエーテル化合物が、前記作動流体の総重量に基づき、
少なくとも５０重量％の量で前記作動流体中に存在する、作動流体。
【請求項８】
　デバイスと、
　前記デバイスに又は前記デバイスから伝熱するための機構と、を含む、伝熱するための
装置であって、
　前記機構が、請求項１～６のいずれか一項に記載のハイドロフルオロエーテル化合物を
含む、伝熱流体を含む、装置。
【請求項９】
　前記デバイスが、マイクロプロセッサ、半導体デバイスを製造するために使用される半
導体ウエハ、電力制御半導体、電気化学セル、配電スイッチギヤ、電力変圧器、回路基板
、マルチチップモジュール、パッケージ化された又はパッケージ化されていない半導体デ
バイス、燃料電池、及びレーザーから選択される、請求項８に記載の伝熱するための装置
。
【請求項１０】
　伝熱するための前記機構が、電子デバイスの温度又は温度範囲を維持するためのシステ
ムの部品である、請求項８又は９に記載の伝熱するための装置。
【請求項１１】
　デバイスを提供することと、
　伝熱流体を使用して前記デバイスに又は前記デバイスから伝熱することと、を含む、伝
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熱する方法であって、
　前記伝熱流体が、請求項１～６のいずれか一項に記載のハイドロフルオロエーテル化合
物を含む、方法。
 
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
［分野］
　本開示は、窒素含有ハイドロフルオロエーテル、並びにその製造方法及び使用方法に関
する。
【０００２】
［背景］
　様々なハイドロフルオロエーテル化合物が、例えば、米国特許公開第２００７／００５
１９１６号、米国特許公開第２００７／００５４１８６号、並びにＪｅａｎ’ｎｅ　Ｍ．
Ｓｈｒｅｅｖｅ，ｅｔ．ａｌ．，Ｚ．Ａｎｏｒｇ．Ａｌｌｇ．Ｃｈｅｍ．，６２１（１９
９５）１８６５～１８７４に記載されている。
【０００３】
［概要］
　いくつかの実施形態において、ハイドロフルオロエーテル化合物を提供する。ハイドロ
フルオロエーテル化合物は、以下の一般式（１）により表わされる。
【０００４】

【化１】

　［式中、ｎは１～２であり、Ｒｆ１及びＲｆ２の各々の表わすもの（occurrence）は、
　（ｉ）独立して、１～８個の炭素原子を有する、直鎖又は分枝鎖ペルフルオロアルキル
基であって、場合により１個以上の鎖状に連結された（catenated）ヘテロ原子を含むも
の、又は、
　（ｉｉ）互いに結合して、４～８個の炭素原子を有する、環状構造を形成するものであ
って、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むものであり、
　Ｒｆｈは、ｎ＝１であるとき、１～１２個の炭素原子を有する、置換又は非置換の一価
の炭化水素基であって、場合により１つ以上の鎖状に連結する（catenary）ヘテロ原子を
含み、ｎ＝２であるとき、１～１２個の炭素原子を有する、置換又は非置換の二価の炭化
水素基であって、場合により１個以上の鎖状に連結するヘテロ原子を含む。］。
【０００５】
　いくつかの実施形態において、作動流体を提供する。作動流体は、上記のハイドロフル
オロエーテル化合物を含む。ハイドロフルオロエーテル化合物は、作動流体の総重量に基
づき少なくとも５０重量％の量で作動流体中に存在する。
【０００６】
　いくつかの実施形態において、伝熱するための装置を提供する。この装置は、デバイス
と、このデバイスに又はこのデバイスから伝熱するための機構とを含む。機構は、上記ハ
イドロフルオロエーテル化合物を含む熱交換流体、を更に含む。
【０００７】
　いくつかの実施形態において、伝熱する方法を提供する。方法は、デバイスを提供する
ことと、上記のハイドロフルオロエーテル化合物を含む伝熱流体を使用してデバイスに又
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はデバイスから伝熱することと、を含む。
【０００８】
　本開示の上記「概要」は、本開示の各実施形態を説明することを目的とするものではな
い。本開示の１つ以上の実施形態の詳細については、以下の説明においても記載する。本
開示のその他の特徴、目的、及び利点は、説明及び特許請求の範囲から明らかとなるであ
ろう。
【０００９】
［詳細な説明］
　環境に優しい低毒性化合物の需要漸増にかんがみて、環境への影響及び毒性の更なる減
少を示し、様々な異なる用途（例えば、伝熱、溶媒洗浄、堆積コーティングの溶媒、及び
電解質の溶媒、並びに添加剤）の性能要件（例えば、不燃性、溶解能、及び動作温度範囲
）を満たすことができ、費用効率良く製造することができる、新たな作動流体が現在必要
とされていることが認められる。
【００１０】
　本明細書で用いるとき、「鎖状に連結されたヘテロ原子」は、炭素鎖（直鎖又は分枝鎖
又は環内の鎖）中の少なくとも２個の炭素原子に結合して炭素－ヘテロ原子－炭素結合を
形成する、炭素以外の原子（例えば、酸素、窒素、又は硫黄）を意味する。
【００１１】
　本明細書で使用するとき、「フルオロ－」（例えば、「フルオロアルキレン」又は「フ
ルオロアルキル」又は「フルオロカーボン」の場合のような、基又は部位に関して）、又
は「フッ素化」は、部分的にしかフッ素化されておらず、したがって、少なくとも１個の
炭素結合水素原子が存在することを意味する。
【００１２】
　本明細書で使用するとき、「ペルフルオロ－」（例えば、「ペルフルオロアルキレン」
又は「ペルフルオロアルキル」又は「ペルフルオロカーボン」の場合のような、基又は部
位に関して）、又は「ペルフッ素化」は、完全にフッ素化されており、したがって、別途
記載の可能な場合を除き、フッ素で置き換えることが可能な炭素結合水素原子が存在しな
いことを意味する。
【００１３】
　本明細書で使用するとき、「置換（されている）」（基又は部位に関して）は、少なく
とも１個の炭素結合水素原子が、ハロゲン原子で置き換えられていることを意味する。ハ
ロゲン原子としては、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、及びＩを挙げることができる。
【００１４】
　本明細書で使用するとき、「分離型ハイドロフルオロエーテル」は、エーテル酸素を介
し結合したセグメント（アルキルセグメント又はアルキレンセグメントなど）が、ペルフ
ッ素化されているか、又はフッ素化されていないかのいずれかであり、したがって部分的
にはフッ素化されていないハイドロフルオロエーテルを意味する。
【００１５】
　本明細書で使用するとき、「非分離型ハイドロフルオロエーテル」は、部分的にフッ素
化されたエーテル酸素を介し結合したセグメント（アルキルセグメント又はアルキレンセ
グメントなど）を片方又は両方有するハイドロフルオロエーテルを意味する。
【００１６】
　本明細書で使用するとき、単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、内容による別
段の明確な指示がない限り、複数の言及対象を含む。本明細書及び添付の実施形態におい
て用いるとき、用語「又は」は、内容による別段の明確な指示がない限り、一般的に「及
び／又は」を含む意味で用いている。
【００１７】
　本明細書で使用するとき、端点による数値範囲の記述は、その範囲内に包含される全て
の数値を含む（例えば、１～５は、１、１．５、２、２．７５、３、３．８、４及び５を
含む）。
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【００１８】
　別段の指示がない限り、本明細書及び実施形態で使用する量又は成分、特性の測定値な
どを表す全ての数は、全ての場合、「約」という用語によって修飾されていると解するも
のとする。したがって、相反する指示がない限り、前段の明細書及び添付の実施形態列挙
の中で示す数値パラメータは、本開示の教示を利用して当業者が得ようとする所望の特性
に応じて変わる場合がある。最低でも、また請求項記載の実施形態の範囲への均等論の適
用を限定する試みとしてではなく、少なくとも、報告する有効桁の数を考慮して、また通
常の四捨五入を適用することによって、各数値パラメータを解釈すべきである。
【００１９】
　いくつかの実施形態において、本開示は、次の一般式（１）により表されるハイドロフ
ルオロエーテル化合物に関する。
【００２０】
【化２】

【００２１】
　いくつかの実施形態において、ｎは１～２である。一般式（１）への言及に関し理解さ
れ得るとおり、ｎ＝１であるとき、ハイドロフルオロエーテル化合物は、次の一般式（１
Ａ）により表すことができ、ｎ＝２であるとき、ハイドロフルオロエーテル化合物は、次
の一般式（１Ｂ）により表わすことができる。
【００２２】

【化３】

【００２３】
　いくつかの実施形態において、Ｒｆ１及びＲｆ２の各々の表わすものは、（ｉ）独立し
て、１～８個、１～６個、又は１～４個の炭素原子を有する、直鎖又は分枝鎖ペルフルオ
ロアルキル基であって、場合により鎖状に連結された１個以上のヘテロ原子を含むもの、
又は、（ｉｉ）互いに結合して、４～８個又は４～６個の炭素原子を有する、環状構造を
形成するものであって、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むもので
ある。いくつかの実施形態において、環状構造の、鎖状に連結されたヘテロ原子は、酸素
及び窒素から選択される。
【００２４】
　いくつかの実施形態において、ｎ＝１であるとき、Ｒｆｈは、置換又は非置換、飽和又
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は不飽和、直鎖又は分枝鎖、環式又は非環式であり得る、炭素原子が１～１２個、１～６
個、又は１～３個の一価の炭化水素基であってよく、場合により鎖状に連結されたヘテロ
原子を１個以上含有してもよい。
【００２５】
　いくつかの実施形態において、ｎ＝２であるとき、Ｒｆｈは、置換又は非置換、飽和又
は不飽和、直鎖又は分枝鎖、環式又は非環式であり得る、炭素原子が１～１２個、２～６
個、又は２～４個の二価の炭化水素基であってよく、場合により鎖状に連結されたヘテロ
原子を１個以上含有してもよい。
【００２６】
　様々な実施形態において、Ｒｆｈの水素原子は、ハロゲン原子により部分的に置換され
得る。ハロゲン原子としては、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、及びＩを挙げることができる。鎖状に連
結されたヘテロ原子としては、Ｎ、Ｏ、及びＳを挙げることができるがこれらに限定され
ない。いくつかの実施形態において、一般式（１）の化合物中のハロゲン含量は、ＡＳＴ
Ｍ　Ｄ－３２７８－９６　ｅ－１試験方法（「小型の密閉式試験装置による液体の引火点
標準試験法」）に準拠して、ハイドロフルオロエーテルを不燃性にするのに十分なものに
できる。
【００２７】
　いくつかの実施形態において、ｎ＝１であるとき、好適なＲｆｈ基の例としては、－Ｃ
Ｈ３、－Ｃ２Ｈ５、－Ｃ３Ｈ７、－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ２、－ＣＨ２Ｃ≡ＣＨ、－ＣＨ２Ｃ
Ｈ２ＯＣＨ３、－ＣＨ２ＣＦ３、－ＣＨ２Ｃ２Ｆ５、－ＣＨ（ＣＦ３）２、－ＣＨ２Ｃ３

Ｆ７、－ＣＨ２ＣＦ２ＣＦＨＣＦ３、－ＣＨ（ＣＨ３）ＣＦ２ＣＦＨＣＦ３、－ＣＨ２（
ＣＦ２ＣＦ２）ａＨ（式中、ａ＝１～３）、及び－ＣＨ２ＣＨ２（ＣＦ２）ｂＦ（式中、
ｂ＝１～８）、が挙げられる。
【００２８】
　いくつかの実施形態において、ｎ＝２であるとき、好適なＲｆｈ基の例としては、－Ｃ
Ｈ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２－、－ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２－、－ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨＣＨ２

－、及び－ＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ２ＣＨ２－、が挙げられる。
【００２９】
　いくつかの実施形態において、本開示のハイドロフルオロエーテルは、少なくとも４０
％、５０％、６０％、又は７０％のフッ素化度を有し得る。言い換えると、炭化水素鎖中
の水素原子の少なくとも４０％、５０％、６０％、又は７０％フッ素原子で置き換えられ
ている。
【００３０】
　いくつかの実施形態において、上で論じた任意の鎖状に連結されたヘテロ原子が、二級
酸素（Ｏ）ヘテロ原子であってよく、ここで酸素は、２個の炭素原子に結合している。い
くつかの実施形態において、上で論じた任意の鎖状に連結されたヘテロ原子が、三級窒素
（Ｎ）ヘテロ原子であってよく、ここで窒素は、３個のペルフッ素化炭素原子に結合して
いる。いくつかの実施形態において、上で論じた任意の鎖状に連結されたヘテロ原子が、
二級硫黄（Ｓ）ヘテロ原子であってよく、ここで硫黄は２個のペルフッ素化炭素原子に結
合しており、硫黄に余っている価数が存在する場合、それはフッ素（Ｆ）により占められ
ている。
【００３１】
　様々な実施形態において、一般式（１）の化合物の代表例としては次のものが挙げられ
る。
【００３２】
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【化４】

【００３３】
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【化５】

【００３４】
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【化６】

【００３５】
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【化７】

【００３６】
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【化８】

【００３７】
　いくつかの実施形態において、本開示のハイドロフルオロエーテル化合物は、疎水性で
あり、比較的化学反応性に乏しく、熱安定性であり得る。ハイドロフルオロエーテル化合
物の有し得る、環境に対する影響力は低い。この点に関して、本開示のハイドロフルオロ
エーテル化合物は、５００未満、３００未満、２００未満、１００未満、又は更には１０
未満の地球温暖化係数（ＧＷＰ）を有し得る。本明細書で使用する場合、ＧＷＰは、化合
物の構造に基づく化合物の温暖化係数の相対的尺度である。化合物のＧＷＰは、１９９０
年に気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）によって規定され、２００７年に改訂さ
れたもので、特定の積分時間区間（ＩＴＨ）にわたる、ＣＯ２１キログラムの放出に起因
する温暖化に対する、ある化合物１キログラムの放出に起因する温暖化として計算される
。
【００３８】
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【数１】

【００３９】
　この等式中、ａｉは大気中の化合物の単位質量増加当たりの放射強制力（その化合物の
ＩＲ吸光に起因する大気を通じた放射線の線束密度の変化）であり、Ｃは化合物の大気濃
度であり、τは化合物の大気寿命であり、ｔは時間であり、ｉは対象化合物である。一般
的に受け入れられているＩＴＨは、短期間の効果（２０年間）と長期間の効果（５００年
間以上）との間の折衷点を表す１００年間である。大気中の有機化合物ｉの濃度は、擬一
次速度式（すなわち、指数関数的崩壊）に従うものとする。同じ時間間隔のＣＯ２の濃度
は、大気からのＣＯ２の交換及び除去に関する、より複雑なモデルを組み込む（Ｂｅｒｎ
炭素循環モデル）。
【００４０】
　いくつかの実施形態において、本開示のハイドロフルオロエーテルは、既知のハイドロ
フルオロエーテル（例えば、既知の分離型ハイドロフルオロエーテル）と同様の物理特性
を有しながらも、特定の溶質（例えば、極性及び無極性の溶質）に関し改良された溶解能
と、極性有機溶媒及び有機電解質処方物に対する改良された混和性と、を示す、新規な分
類のハイドロフルオロエーテルとして特徴付けし得る。更に、驚くべきことにいくつかの
実施形態によると、非分離型ハイドロフルオロエーテルであり得る本開示のハイドロフル
オロエーテルは、ラットにおける４時間の急性吸入毒性試験又は経口毒性試験ベースでは
低急性毒性を提供する（従来の見解では、非分離型ハイドロフルオロエーテルは低毒性を
提供しないものと示唆されている）。また更に以下に詳細に議論するとおり、いくつかの
実施形態において、本開示のハイドロフルオロエーテルは、対応するペルフッ素化酸フル
オリド前駆体から入手可能な比較的低コストの中間体であるペルフッ素化ビニルアミンを
使用して製造できる。
【００４１】
　いくつかの実施形態において、本開示のハイドロフルオロエーテル化合物は、反応式１
に示すとおり、アルコールのペルフッ素化ビニルアミンへの付加により調製できる。
【００４２】

【化９】

【００４３】
　概略すると、この反応では、本開示の所望のハイドロフルオロエーテル（又はＨＦＥ－
水素化物）化合物を主生成物として生成できるが、比較的少量の、対応するハイドロフル
オロエーテル－オレフィン（又はＨＦＥ－オレフィン）副生成物も同じく生成され得る。
ハイドロフルオロエーテル－オレフィン副生成物は、無水フッ化水素（ＡＨＦ）などのハ
イドロフッ素化剤で処理することにより容易に所望のハイドロフルオロエーテルに再変換
することができ、最終的には高収率で所望のハイドロフルオロエーテル化合物を生成でき
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【００４４】
　いくつかの実施形態において、反応式１に示すアルコール付加反応は、少なくとも１種
の塩基性触媒（例えば、ルイス塩基）の存在下で、ペルフッ素化ビニルアミン原料（出発
）化合物と原料アルコールとを組み合わせることにより実施することができる。有用な触
媒としては、炭酸カリウム、炭酸セシウム、フッ化カリウム、水酸化カリウム、カリウム
メトキシド、トリエチルアミン、トリメチルアミン、シアン酸カリウム、重炭酸カリウム
、炭酸ナトリウム、重炭酸ナトリウム、ナトリウムメトキシド、フッ化セシウム、フッ化
水素カリウム及び酢酸カリウムなど、並びにこれらの混合物が挙げられ、炭酸カリウム、
重炭酸カリウム、及びこれらの混合物が好ましい。原料アルコールの少量のアルカリ金属
塩も触媒として使用できる。
【００４５】
　いくつかの実施形態において、反応物質及び触媒を、任意の順番で反応器（例えば、ガ
ラス製反応器又は金属製圧力反応器）中で組み合わせることができ、並びに撹拌しながら
、上記の条件下で所望の温度（例えば、約－２０℃～約７５℃）にて反応を実施できる。
しかしながら、概して、非反応性の極性溶媒（例えば、アセトニトリル、アセトン、２－
ブタノン（ＭＥＫ）、テトラハイドロフラン、グリム、又はこれらのうち２種以上の混合
物）の使用が反応を促進する。得られる生成物は、例えば、蒸留により精製できる。オレ
フィンの反応副生成物（ＨＦＥ－オレフィンなど）は、オレフィン二重結合と優先的に反
応する試薬との反応により除去できる（又は所望の生成物に変換できる）。このような反
応物質としては、例えば、無水フッ化水素、極性非プロトン性溶媒中のフッ化水素カリウ
ム（相間移動触媒を添加又は非添加）、アセトン中の過マンガン酸カリウム、並びに放射
線照射の存在下又は非存在下での臭素元素が挙げられる。
【００４６】
　いくつかの実施形態において、ペルフフッ素化ビニルアミン出発化合物は、Ｔ．Ａｂｅ
，Ｅ．Ｈａｙａｓｈｉ，Ｈ．Ｂａｂａ，Ｈ．Ｆｕｋａｙａ，Ｊ．Ｆｌｕｏｒｉｎｅ　Ｃｈ
ｅｍ．４８（１９９０）２５７；Ｔ．Ａｂｅ，Ｅ．Ｈａｙａｓｈｉ，Ｈ．Ｆｕｋａｙａ，
Ｈ．Ｂａｂａ，Ｊ．Ｆｌｕｏｒｉｎｅ　Ｃｈｅｍ．５０（１９９０）１７３；Ｔ．Ａｂｅ
，Ｅ．Ｈａｙａｓｈｉ，Ｔ．Ｓｈｉｍｉｚｕ，Ｃｈｅｍ．Ｌｅｔｔ．１９８９，９０５；
Ｔ．Ａｂｅ，米国特許第４，７８２，１４８号及び、Ｔ．Ａｂｅ，Ｅ．Ｈａｙａｓｈｉ，
Ｃｈｅｍ．Ｌｅｔｔ．１９８８，１８８７に記載のものなどの、当業界で公知である様々
な標準的な任意の合成手順により製造できる。
【００４７】
　いくつかの実施形態において、本開示の窒素含有ハイドロフルオロエーテル化合物を製
造するための出発化合物として有用なペルフッ素化ビニルアミンの代表例が次に挙げられ
る。
【００４８】
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【化１０】

【００４９】
　いくつかの実施形態において、本開示の窒素含有ハイドロフルオロエーテル化合物を製
造するための出発化合物として有用なアルコール類は、単官能性でも又は多官能性アルコ
ールでもよい。ある種の実施形態では、アルコール類は、単官能性又は二官能性である。
好適なアルコール類の代表例としては、メタノール、エタノール、イソプロパノール、１
－プロパノール、１－ブタノール、２－ブタノール、２－メチル－１－プロパノール、２
－メトキシエタノール、アリルアルコール、プロパルギルアルコール、テトラハイドロフ
ルフリルアルコール、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、２－ブテン－１，
４－ジオール、ジエチレングリコール、（ＣＨ３）２ＮＣ２Ｈ４ＯＨ、ＣＦ３ＣＨ２ＯＨ
、Ｃ２Ｆ５ＣＨ２ＯＨ、Ｃ３Ｆ７ＣＨ２ＯＨ、（ＣＦ３）２ＣＨＯＨ、ＨＣＦ２ＣＦ２Ｃ
Ｈ２ＯＨ、Ｈ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＣＨ２ＯＨ、Ｈ（ＣＦ２ＣＦ２）３ＣＨ２ＯＨ、ＣＦ３

ＣＦＨＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、ＣＦ３ＣＦＨＣＦ２ＣＨ（ＣＨ３）ＯＨ、Ｃ４Ｆ９ＣＨ２ＣＨ

２ＯＨ、Ｃ６Ｆ１３ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、Ｃ８Ｆ１７ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、Ｃ４Ｆ９ＯＣＨ２

ＣＨ２ＯＨ、及びＨＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、などが挙げられる。
【００５０】
　いくつかの実施形態において、アルコール類としては、メタノール、エタノール、１－
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プロパノール、１－ブタノール、２－メトキシエタノール、アリルアルコール、（ＣＨ３

）２ＮＣ２Ｈ４ＯＨ、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、２－ブテン－１，
４－ジオール、ジエチレングリコール、ＣＦ３ＣＨ２ＯＨ、ＨＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、
Ｈ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＣＨ２ＯＨ、ＣＦ３ＣＦＨＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、ＣＦ３ＣＦＨＣＦ２

ＣＨ（ＣＨ３）ＯＨ、Ｃ４Ｆ９ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、及びＨＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｏ
Ｈ、が挙げられる。
【００５１】
　いくつかの実施形態において、本開示は、主成分として上記のハイドロフルオロエーテ
ル化合物を含む作動流体に更に関する。例えば、作動流体は、作動流体の総重量に基づき
、少なくとも２５重量％、少なくとも５０重量％、少なくとも７０重量％、少なくとも８
０重量％、少なくとも９０重量％、少なくとも９５重量％、又は少なくとも９９重量％の
、上記のハイドロフルオロエーテル化合物を含み得る。ハイドロフルオロエーテル化合物
に加え、作動流体は、次の成分、アルコール類、エーテル類、アルカン、アルケン、ペル
フルオロカーボン、ペルフッ素化三級アミン、ペルフルオロエーテル、シクロアルカン、
エステル、ケトン、オキシラン、芳香族、シロキサン、ハイドロクロロカーボン、ハイド
ロクロロフルオロカーボン、ハイドロフルオロカーボン、ハイドロフルオロオレフィン、
ハイドロクロロフルオロオレフィン、ハイドロフルオロエーテル、又はこれらの混合物の
うち１種以上を、作動流体の総重量に基づき、合計して最大７５重量％、最大５０重量％
、最大３０重量％、最大２０重量％、最大１０重量％、又は最大５重量％、含み得る。こ
のような追加の成分は、特定の使用について組成物の特性を調整又は増強するために選択
できる。
【００５２】
　いくつかの実施形態において、本開示は、デバイスと、かかるデバイスに又はかかるデ
バイスから伝熱するための機構と、を含む、伝熱するための装置に更に関する。伝熱する
ための機構は、本開示のハイドロフルオロエーテル化合物を含む伝熱作動流体を含み得る
。
【００５３】
　提供される伝熱するための装置は、デバイスを含み得る。かかるデバイスは、冷却され
る、加熱される、又は所定の温度若しくは温度範囲で維持される、部品、部材、組立品な
どでよい。このようなデバイスとしては、電気部品、工学部品及び光学部品が挙げられる
。本開示のデバイスの例としては、マイクロプロセッサ、半導体デバイスの製造に用いら
れるウエハ、出力制御用半導体、配電スイッチギヤ、電力変圧器、回路基板、マルチチッ
プモジュール、パッケージされた及びパッケージされていない半導体デバイス、レーザー
、化学反応器、燃料電池、並びに電気化学セル（電池）が挙げられるが、これらに限定さ
れない。いくつかの実施形態において、デバイスとしては、冷却装置、加熱装置、又はこ
れらの組み合わせを挙げることができる。
【００５４】
　更なる他の実施形態において、デバイスとしては、電子デバイス、例えばプロセッサ（
マイクロプロセッサ含む）、を挙げることができる。これらの電子デバイスが強力になる
につれて、単位時間当たりに生成される熱量が増加する。したがって、伝熱機構は、プロ
セッサ性能に重要な役割を果たす。伝熱流体は、典型的には、良好な伝熱性能、良好な電
気適合性（冷却板を用いるものなどの「間接接触」用途で使用される場合であっても）、
並びに低毒性、難燃性（又は不燃性）、及び低い環境への影響、を有する。良好な電気適
合性は、その伝熱流体候補が、高い誘電強度、高い体積抵抗率、及び極性材料に対する溶
解能不良を示すこと、を示唆する。加えて、伝熱流体は、良好な工学的適合性を示す必要
があり、すなわち、構造体の典型的材料に悪影響を与えてはならない。
【００５５】
　提供される装置は、伝熱するための機構を含み得る。かかる機構は、伝熱流体を含み得
る。伝熱流体は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエーテル化合物を含み得る。伝熱
機構をデバイスと熱接触させることにより、伝熱することができる。伝熱機構は、デバイ
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スと熱接触させると、デバイスから熱を除去するか、又はデバイスに熱を供給するか、又
はデバイスを選択された温度若しくは温度範囲で維持する。熱流の（デバイスからの又は
デバイスへの）方向は、デバイスと伝熱機構の間の相対的温度差によって決まる。
【００５６】
　伝熱機構としては、ポンプ、弁、流体収容システム、圧力制御システム、コンデンサ、
熱交換器、熱源、ヒートシンク、冷凍システム、能動型温度制御システム、及び受動型温
度制御システムを、これらに限定されるものではないが、含む、伝熱流体を管理するため
の設備を挙げることができる。好適な伝熱機構の例としては、プラズマ強化化学蒸着（Ｐ
ＥＣＶＤ）ツールの温度制御ウエハチャック、ダイ性能試験のための温度制御試験ヘッド
、半導体加工装置内の温度制御作動領域、熱衝撃試験槽液体貯蔵室、及び恒温槽が挙げら
れるが、これらに限定されない。エッチャー、アッシャー、ＰＥＣＶＤチャンバ、気相は
んだ付けデバイス、及び熱衝撃試験機などのいくつかのシステムでは、望ましい上限動作
温度は、１７０℃もの高温、２００℃もの高温、又は更には２３０℃もの高温にできる。
【００５７】
　伝熱機構をデバイスと接触させることにより、伝熱することができる。伝熱機構は、デ
バイスと熱接触させると、デバイスから熱を除去するか、又はデバイスに熱を供給するか
、又はデバイスを選択された温度若しくは温度範囲に維持する。熱流の（デバイスからの
又はデバイスへの）方向は、デバイスと伝熱機構との間の相対的温度差によって決まる。
提供する装置としては、冷凍システム、冷却システム、試験機器及び加工機器を挙げるこ
ともできる。いくつかの実施形態において、提供される装置は、恒温槽又は熱衝撃試験槽
であってもよい。
【００５８】
　いくつかの実施形態において、本開示は、消火組成物に関する。組成物は、本開示の１
種以上のハイドロフルオロエーテル化合物と１種以上の共消火剤（併用消火剤）とを含み
得る。
【００５９】
　例示的な実施形態において、共消火剤としては、ハイドロフルオロカーボン、ハイドロ
クロロフルオロカーボン、ペルフルオロカーボン、ペルフルオロポリエーテル、ハイドロ
フルオロエーテル、ハイドロフルオロポリエーテル、クロロフルオロカーボン、ブロモフ
ルオロカーボン、ブロモクロロフルオロカーボン、ハイドロブロモカーボン、ヨードフル
オロカーボン、フッ素化ケトン、ハイドロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロカ
ーボン、ペルフルオロカーボン、ペルフルオロポリエーテル、ハイドロフルオロエーテル
、ハイドロフルオロポリエーテル、クロロフルオロカーボン、ブロモフルオロカーボン、
ブロモクロロフルオロカーボン、ヨードフルオロカーボン、ハイドロブロモフルオロカー
ボン、フッ素化ケトン、ハイドロブロモカーボン、フッ素化オレフィン、ハイドロフルオ
ロオレフィン、フッ素化スルホン、フッ素化ビニルエーテル、不飽和フルオロエーテル、
ブロモフルオロオレフィン、クロロフルオロオレフィン、ヨードフルオロオレフィン、フ
ッ素化ビニルアミン、フッ素化アミノプロペン、及びこれらの混合物を挙げることができ
る。
【００６０】
　このような共消火剤は、特定のタイプ（又は規模若しくは場所）の火に対する消火組成
物の消火能力を強化する、又はその物理的特性を変更する（例えば、噴射剤としての役割
を果たすことによって導入速度を変更する）ために選択することができ、及び好ましくは
、得られる組成物が空気中に可燃性混合物を形成しないような（ハイドロフルオロエーテ
ル化合物に対する共消火剤の）比率で利用することができる。
【００６１】
　いくつかの実施形態において、ハイドロフルオロエーテル化合物及び共消火剤は、火を
抑制する又は消火するために十分な量で消火組成物中に存在し得る。ハイドロフルオロエ
ーテル化合物と共消火剤とは、約９：１～約１：９までの重量比にできる。
【００６２】
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　いくつかの実施形態では、本開示は、ランキンサイクルで熱エネルギーを工学的エネル
ギーに変換するための装置に関する。この装置は、本開示の１種以上のハイドロフルオロ
エーテル化合物を含む作動流体、を含み得る。かかる装置は、作動流体を気化させること
で、気化作動流体を形成するための熱源と、気化作動流体が通され、それによって熱エネ
ルギーを工学的エネルギーに変換するタービンと、気化作動流体をタービンに通した後、
冷却するためのコンデンサと、作動流体を再循環させるためのポンプと、を更に含み得る
。
【００６３】
　いくつかの実施形態において、本開示は、ランキンサイクルで熱エネルギーを工学的エ
ネルギーに変換するプロセスに関する。このプロセスは、熱源を使用して、本開示の１種
以上のハイドロフルオロエーテル化合物を含む作動流体を気化させることで、気化作動流
体を形成すること、を含み得る。いくつかの実施形態において、熱源から、エバポレータ
ー又はボイラー内の作動流体に、伝熱する。気化作動流体は、膨張によって作動するよう
に、加圧でき、使用することができる。熱源は、化石燃料など（例えば、石油、石炭又は
天然ガス）の任意の形態のものからのものでもよい。加えて、いくつかの実施形態におい
て、熱源は、原子力、太陽による電力、又は燃料電池からもたらされてもよい。他の実施
形態において、熱は、他の場合であれば大気に失われていたはずの、他の伝熱システムか
らの「廃熱」でもよい。いくつかの実施形態において、「廃熱」は、第２のランキンサイ
クルにおけるコンデンサ又は他の冷却デバイスからの、第２のランキンサイクル系から回
収される熱でよい。
【００６４】
　「廃熱」の更なる供給源は、メタンガスが燃焼処理される埋立地で見出すことができる
。メタンガスが環境に侵入して地球温暖化の一因になることを防止するために、埋立地が
発生するメタンガスを「フレア」によって燃焼させて二酸化炭素及び水を生成することが
でき、この両方とも、地球温暖化係数の点から環境への害がメタンよりも少ない。提供す
るプロセスにおいて有用であり得る「廃熱」の他の供給源は、地熱源及び他のタイプのエ
ンジンからの熱、例えば、排気ガス中に著しい熱を放って水及び潤滑剤などの冷却液に与
えるガスタービンエンジンからの熱である。
【００６５】
　提供されるプロセスにおいて、気化作動流体は、加圧された作動流体を工学的エネルギ
ーに変換できるデバイスを通って膨張し得る。いくつかの実施形態において、気化作動流
体は、タービンを通して膨張し、タービンは気化作動流体の膨張圧からシャフトを回転さ
せることができる。このタービンは、その結果、工学的作動をすること、例えば、いくつ
かの実施形態では、発電機を作動させること、結果として発電すること、を行うのに使用
することができる。他の実施形態では、このタービンは、取り付けた又は連結したデバイ
スにおける使用のための工学的作動若しくはエネルギーを伝えることができる、ベルト、
ホイール、ギヤ、又は他のデバイスを駆動するために使用することができる。
【００６６】
　気化作動流体が工学的エネルギーに変換された後、気化（そしてその時点で膨張した）
作動流体は、再使用に向けて液化するための冷却源を用いて凝縮することができる。コン
デンサにより放出された熱は、同じ又は別のランキンサイクル系に再循環させてエネルギ
ーを節約することを含む他の目的に使用することができる。最後に、凝縮された作動流体
を、閉鎖系での再使用のために、ポンプの手法によりポンプ輸送して、ボイラー又はエバ
ポレーターに戻すことができる。
【００６７】
　有機ランキンサイクル作動流体の望ましい熱力学的特性は当業者には公知であり、例え
ば、米国特許公開第２０１０／０１３９２７４号（Ｚｙｈｏｗｓｋｉら）において論じら
れている。熱源の温度と凝縮後の凝縮された液体又は備付ヒートシンクの温度との差が大
きいほど、ランキンサイクルの熱力学的効率は高くなる。熱力学的効率は、作動流体を熱
源温度に合致させることにより、影響される。作動流体の蒸発温度が熱源温度に近いほど
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、系の効率は高くなる。例えば、トルエンは７９℃～約２６０℃の温度範囲で使用するこ
とができるが、トルエンには毒性及び可燃性について懸念がある。１，１－ジクロロ－２
，２，２－トリフルオロエタン及び１，１，１，３，３－ペンタフルオロプロパンなどの
流体を代替としてこの温度範囲で使用することができる。ただし、１，１－ジクロロ－２
，２，２－トリフルオロエタンは、３００℃未満で毒性化合物を形成する場合があり、蒸
発温度を約９３℃～約１２１℃に制限する必要がある。したがって、ガスタービン及び内
燃機関などの熱源温度が作動流体と一層良好に合致し得るよう、臨界温度がより高く、環
境に優しい他のランキンサイクル作動流体が望ましい。
【００６８】
　本開示は、ポリマーフォーム（ポリマー発泡体）の製造、並びに特にポリウレタンフォ
ーム及びフェノールフォームの製造における核生成剤（成核剤）としての、本開示のハイ
ドロフルオロエーテル化合物の使用に関する。これに関連して、いくつかの実施形態にお
いて、本開示は、１種以上の発泡剤（膨張剤）と、１種以上の発泡性ポリマー又はその前
駆体組成物と、本開示のハイドロフルオロエーテル化合物を含む１種以上の成核剤と、を
含む、発泡性組成物に関する。
【００６９】
　いくつかの実施形態では、気化されてポリマーを発泡させる液体若しくは気体発泡剤、
又はその場で（in situ）生成されてポリマーを発泡させる気体発泡剤、をはじめとする
様々な発泡剤が、提供される発泡性組成物に使用され得る。発泡剤の代表例としては、ハ
イドロクロロフルオロカーボン（ＨＣＦＣ）、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、ハ
イドロクロロカーボン（ＨＣＣ）、ヨードフルオロカーボン（ＩＦＣ）、ハイドロカーボ
ン（炭化水素）、ハイドロフルオロオレフィン（ＨＦＯ）、及びハイドロフルオロエーテ
ル（ＨＦＥ）が挙げられる。提供される発泡性組成物に使用するための発泡剤は、大気圧
で約－４５℃～約１００℃の沸点を有し得る。典型的には、大気圧で、発泡剤は、少なく
とも約１５℃の沸点を有し、より典型的には、約２０℃～約８０℃の沸点を有する。発泡
剤は、約３０℃～約６５℃の沸点を有し得る。本発明に使用できる発泡剤の更なる代表例
としては、約５～約７個の炭素原子を有する脂肪族及び脂環式炭化水素、例えば、ｎ－ペ
ンタン及びシクロペンタン、エステル（例えば、ギ酸メチル）、ＨＦＣ（例えば、ＣＦ３

ＣＦ２ＣＨＦＣＨＦＣＦ３、ＣＦ３ＣＨ２ＣＦ２Ｈ、ＣＦ３ＣＨ２ＣＦ２ＣＨ３、ＣＦ３

ＣＦ２Ｈ、ＣＨ３ＣＦ２Ｈ（ＨＦＣ－１５２ａ）、ＣＦ３ＣＨ２ＣＨ２ＣＦ３、及びＣＨ
Ｆ２ＣＦ２ＣＨ２Ｆ）、ＨＣＦＣ（例えば、ＣＨ３ＣＣｌ２Ｆ、ＣＦ３ＣＨＣｌ２、及び
ＣＦ２ＨＣｌ）、ＨＣＣ（例えば、２－クロロプロパン）、及びＩＦＣ（例えば、ＣＦ３

Ｉ）、及びＨＦＥ（例えば、Ｃ４Ｆ９ＯＣＨ３）、及びＨＦＯ（例えば、ＣＦ３ＣＦ＝Ｃ
Ｈ２、ＣＦ３ＣＨ＝ＣＨＦ、ＣＦ３ＣＨ＝ＣＨＣｌ、及びＣＦ３ＣＨ＝ＣＨＣＦ３）、が
挙げられる。ある種の処方では、水とイソシアナートなどのフォーム前駆体との反応から
生成される、ＣＯ２を発泡剤として使用できる。
【００７０】
　様々な実施形態において、提供される発泡性組成物は、１つ以上の発泡性ポリマー又は
その前駆体組成物も含み得る。提供される発泡性組成物での使用に好適な発泡性ポリマー
としては、例えば、ポリオレフィン、例えばポリスチレン、ポリ（塩化ビニル）及びポリ
エチレンが挙げられる。発泡体は、従来の押出法を用いてスチレンポリマーから調製する
ことができる。発泡剤組成物を押出機内の熱可塑化スチレンポリマー流に注入し、押し出
す前にその熱可塑性スチレンポリマー流と混合して、発泡体を形成することができる。好
適なスチレンポリマーの代表例としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、環ア
ルキル化スチレン及び環ハロゲン化スチレンの固体ホモポリマーはもちろん、これらのモ
ノマーと、容易に共重合可能な微量の他のオレフィン性モノマー、例えば、メチルメタク
リレート、アクリロニトリル、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸、ア
クリル酸、Ｎ－ビニルカルバゾール、ブタジエン及びジビニルベンゼンと、のコポリマー
も挙げられる。α好適な塩化ビニルポリマーとしては、例えば、塩化ビニルホモポリマー
、及び塩化ビニルと他のビニルモノマーとのコポリマーが挙げられる。エチレンホモポリ
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マー、及びエチレンと例えば２－ブテン、アクリル酸、プロピレン又はブタジエンとのコ
ポリマーも有用であり得る。異なるタイプのポリマーの混合物を使用することができる。
【００７１】
　様々な実施形態において、本開示の発泡性組成物は、次の比率以下の、成核剤の発泡剤
に対するモル比を有し得る、すなわち、１：５０、１：２５、１：９、又は１：７、１：
３、又は１：２である。
【００７２】
　場合によっては、発泡体処方物の他の従来の成分が本開示の発泡性組成物中に存在する
こともある。例えば、架橋剤又は連鎖延長剤、泡安定剤又は界面活性剤、触媒、及び難燃
剤を用いることができる。他の可能な成分としては、充填剤（例えば、カーボンブラック
）、着色剤、抗真菌剤、殺菌剤、酸化防止剤、強化剤、帯電防止剤、及び他の添加剤又は
加工助剤が挙げられる。
【００７３】
　いくつかの実施形態において、ポリマー発泡体（高分子発泡体）は、少なくとも１つの
発泡性ポリマー若しくはその前駆体組成物、及び上記のような成核剤の存在下で、少なく
とも１つの液体若しくは気体発泡剤を気化させること、又は少なくとも１つの気体発泡剤
を発生させること、によって調製することができる。更なる実施形態において、ポリマー
発泡体は、提供する発泡性組成物を使用して、上記のような成核剤と、少なくとも１つの
有機ポリイソシアネートと、少なくとも２個の反応性水素原子を含有する少なくとも１つ
の化合物と、の存在下で、少なくとも１つの発泡剤を（例えば、前駆体反応の熱を利用す
ることによって）気化させることによって調製することができる。ポリイソシアネート系
発泡体を製造する場合、一般に、ポリイソシアネートと反応性水素含有化合物と発泡剤組
成物とを合わせ、（例えば、様々な公知のタイプの混合ヘッド及び噴霧装置のいずれかを
用いて）十分に混合し、膨張させ、硬化させて、発泡（気泡）ポリマーにすることができ
る。ポリイソシアネートと反応性水素含有化合物との反応前に発泡性組成物の成分の一部
を予めブレンドしておくことは好便であることが多いが、必須ではない。例えば、反応性
水素含有化合物と、発泡剤組成物と、ポリイソシアネートを除く任意の他の成分（例えば
、界面活性剤）とをまずブレンドし、次いで、得られた混合物をポリイソシアネートと合
わせることは、有用であることが多い。あるいは、発泡性組成物の全ての成分を別々に導
入することができる。反応性水素含有化合物の全て又は一部とポリイソシアネートとを予
め反応させてプレポリマーを形成することも可能である。
【００７４】
　いくつかの実施形態において、本開示は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエーテ
ル化合物を含む誘電性流体、及びそのような誘電性流体を含む電気デバイス（例えば、キ
ャパシタ、スイッチギヤ、変圧器、又は電気ケーブル若しくは電気バス）に関する。本願
の目的に沿い、用語「誘電性流体」は、液体誘電体と気体誘電体の両方を包含する。流体
、気体又は液体の物理的状態は、それが使用される電気デバイスの温度動作条件及び圧力
動作条件で決まる。
【００７５】
　いくつかの実施形態において、誘電性流体は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエ
ーテル化合物と、場合により、１種以上の第２の誘電性流体とを含む。好適な第２の誘電
性流体としては、例えば、空気、窒素、ヘリウム、アルゴン及び二酸化炭素、又はこれら
の組み合わせが挙げられる。第２の誘電性流体は、非凝縮性ガス又は不活性ガスであって
もよい。一般に、第２の誘電性流体は、蒸気圧が２５℃で又はその電気デバイスの動作温
度で、少なくとも７０ｋＰａであるような量で使用され得る。
【００７６】
　本願の誘電性流体は、電気絶縁に有用であり、並びに電力の送電及び配電に使用される
アーク消去及び電流遮断機器に有用である。一般に、本開示の流体を使用することができ
る電気デバイスについて３つの主要タイプ、すなわち、（１）ガス絶縁回路遮断器及び電
流遮断機器、（２）ガス絶縁送電線、及び（３）ガス絶縁変圧器、がある。そのようなガ
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ス絶縁機器は、電力送電及び配電システムの主要構成要素である。
【００７７】
　いくつかの実施形態において、本開示は、気体誘電体が電極間の空間に充満するように
互いに間隔を空けて配置されている金属電極、を備えている電気デバイス、例えばキャパ
シタを提供する。電気デバイスの内部空間は、気体誘電性流体と平衡状態にある液体誘電
性流体の貯蔵室を備えていることもある。したがって、かかる貯蔵室によって誘電性流体
の一切の損失が補充され得る。
【００７８】
　いくつかの実施形態において、本開示は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエーテ
ル化合物と、１種以上のコーティング材料と、を含む溶媒組成物、を含む、コーティング
組成物に関し、コーティング材料は、かかる溶媒組成物に可溶性又は分散性である。
【００７９】
　様々な実施形態において、コーティング組成物のコーティング材料としては、顔料、潤
滑剤、安定剤、接着剤、酸化防止剤、染料、ポリマー、医薬、離型剤、無機酸化物など、
及びこれらの組み合わせを挙げることができる。例えば、コーティング材料としては、ペ
ルフルオロポリエーテル、炭化水素及びシリコーン潤滑剤、テトラフルオロエチレンの非
晶質コポリマー、ポリテトラフルオロエチレン、又はこれらの組合せ、を挙げることがで
きる。好適なコーティング材料の更なる例としては、二酸化チタン、酸化鉄、酸化マグネ
シウム、ペルフルオロポリエーテル、ポリシロキサン、ステアリン酸、アクリル系接着剤
、ポリテトラフルオロエチレン、テトラフルオロエチレンの非晶質コポリマー、又はこれ
らの組み合わせが挙げられる。
【００８０】
　いくつかの実施形態において、上記のコーティング組成物は、コーティングの塗抹に有
用であり得る。この場合、ハイドロフルオロエーテル化合物がコーティング材料のキャリ
アとして機能して、材料の基材表面への塗抹が可能になる。これに関連して、本開示は、
コーティング組成物を使用して基材表面にコーティングを塗抹するプロセスに更に関する
。プロセスは、基材の少なくとも１つの表面の少なくとも一部に、（ａ）本開示の１種以
上のハイドロフルオロエーテル化合物を含む溶媒組成物と、（ｂ）かかる溶媒組成物に可
溶性又は分散性である１種以上のコーティング材料と、を含む液体コーティング組成物の
コーティング、を適用する工程、を含む。溶媒組成物は、１つ以上の共分散剤若しくは共
溶媒、及び／又は１つ以上の添加剤（例えば、界面活性剤、着色剤、安定剤、酸化防止剤
、難燃剤など）を更に含むことができる。好ましくは、かかるプロセスは、例えば気化さ
せることにより（例えば熱又は真空の適用によって助長することができる）、コーティン
グから溶媒組成物を除去する工程、を更に含む。
【００８１】
　様々な実施形態において、コーティング組成物を形成するために、コーティング組成物
の成分（すなわち、用いられるハイドロフルオロエーテル化合物、コーティング材料、及
び任意の共分散剤又は共溶媒）を、コーティング材料を溶解、分散又は乳化するために用
いられる任意の従来の混合技術によって、例えば、機械的攪拌、超音波攪拌、手動攪拌な
どによって合わせることができる。溶媒組成物及びコーティング材料（単数又は複数）は
、所望のコーティングの厚さに応じて任意の比率で合わせることができる。例えば、コー
ティング材料は、コーティング組成物の約０．１～約１０重量パーセントを構成し得る。
【００８２】
　例示的な実施形態において、本開示の塗抹プロセスは、任意の従来の技法により基材に
コーティング組成物を適用することによって行うことができる。例えば、かかる組成物を
基材上にはけ塗りすること若しくは（例えばエアゾールとして）吹き付けることができ、
又は基材にスピンコーティングすることができる。いくつかの実施形態では、基材を組成
物に浸漬することによりコーティングすることもある。浸漬は、任意の好適な温度で行う
ことができ、任意の好便な時間長にわたって維持することができる。基材がカテーテルな
どの管材料であり、組成物を確実に管壁にコーティングすることが所望の場合、減圧の適
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用により管に組成物を引き入れてもよい。
【００８３】
　様々な実施形態において、コーティングを基材に適用した後、溶媒組成物を（例えば蒸
発によって）コーティングから除去することができる。所望に応じて、減圧又は穏やかな
加熱の適用によって蒸発速度を加速することができる。コーティングは、任意の好適な厚
さにでき、実際、厚さは、コーティング材料の粘度、コーティングが適用される温度、及
び吸引速度（浸漬が用いられる場合）のような要因によって決まることになる。
【００８４】
　有機基材と無機基材の両方を本開示のプロセスによってコーティングすることができる
。基材の代表例としては、金属、セラミック、ガラス、ポリカーボネート、ポリスチレン
、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレンコポリマー、天然繊維（及び天然繊維に由来
する布地）、（例えば綿、絹、毛皮、スエード、革、リネン及びウール）、合成繊維（及
び布地）、（例えばポリエステル、レーヨン、アクリル類、ナイロン又はこれらの混紡）
、布地（天然繊維と合成繊維の混紡を含む）、並びに前述の材料の複合材が挙げられる。
いくつかの実施形態において、コーティングされ得る基材としては、例えば、ペルフルオ
ロポリエーテル潤滑剤を用いる磁気ハードディスク若しくは電気コネクタ、又はシリコー
ン潤滑剤を用いる医療機器が挙げられる。
【００８５】
　いくつかの実施形態において、本開示は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエーテ
ル化合物と、１種以上の共溶媒と、を含む洗浄（クリーニング）組成物に更に関する。
【００８６】
　いくつかの実施形態において、ハイドロフルオロエーテル化合物は、ハイドロフルオロ
エーテル化合物と共溶媒との総重量に基づき、５０重量％超、６０重量％超、７０重量％
超、又は８０重量％超の量で存在し得る。
【００８７】
　様々な実施形態では、洗浄組成物は、界面活性剤を更に含み得る。好適な界面活性剤と
しては、フッ素化オレフィンに十分に可溶性である界面活性剤、及び汚れを溶解する、分
散させる又は移すことによって汚れの除去を促進する界面活性剤が挙げられる。界面活性
剤の１つの有用な分類（クラス）は、約１４未満の親水性－親油性バランス（ＨＬＢ）値
を有するノニオン性界面活性剤である。例としては、エトキシ化アルコール、エトキシ化
アルキルフェノール、エトキシ化脂肪酸、アルキルアリールスルホネート、グリセロール
エステル、エトキシ化フルオロアルコール、及びフッ素化スルホンアミドが挙げられる。
一方の界面活性剤が油性の汚れの除去を促進するために洗浄組成物に添加され、もう一方
が水溶性の汚れ（water-soluble oil）の除去を促進するために添加される、相補的特性
を有する界面活性剤の混合物、を使用してもよい。界面活性剤は、使用する場合、汚れ除
去を促進するのに十分な量で添加することができる。典型的には、界面活性剤は、洗浄組
成物の約０．１～５．０重量％の量で、好ましくは約０．２～２．０重量％の量で添加さ
れる。
【００８８】
　例示的な実施形態において、共溶媒としては、アルコール類、エーテル類、アルカン、
アルケン、ハロアルケン、ペルフルオロカーボン、ペルフッ素化三級アミン、ペルフルオ
ロエーテル、シクロアルカン、エステル、ケトン、芳香族、ハロ芳香族、シロキサン、ハ
イドロクロロカーボン、ハイドロクロロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロオレ
フィン、ハイドロフルオロカーボン、又はそれらの混合物を挙げることができる。洗浄組
成物に使用することができる共溶媒の代表例としては、メタノール、エタノール、イソプ
ロパノール、ｔ－ブチルアルコール、メチルｔ－ブチルエーテル、メチルｔ－アミルエー
テル、１，２－ジメトキシエタン、シクロヘキサン、２，２，４－トリメチルペンタン、
ｎ－デカン、テルペン（例えば、ａ－ピネン、カンフェン及びリモネン）、トランス－１
，２－ジクロロエチレン、シス－１，２－ジクロロエチレン、メチルシクロペンタン、デ
カリン、メチルデカノエート、ｔ－ブチルアセテート、エチルアセテート、ジエチルフタ
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レート、２－ブタノン、メチルイソブチルケトン、ナフタレン、トルエン、ｐ－クロロベ
ンゾトリフルオリド、トリフルオロトルエン、ビス（トリフルオロメチル）ベンゼン、ヘ
キサメチルジシロキサン、オクタメチルトリシロキサン、ペルフルオロヘキサン、ペルフ
ルオロヘプタン、ペルフルオロオクタン、ペルフルオロトリブチルアミン、ペルフルオロ
－Ｎ－メチルモルホリン、ペルフルオロ－２－ブチルオキサシクロペンタン、メチレンク
ロリド、クロロシクロヘキサン、１－クロロブタン、１，１－ジクロロ－１－フルオロエ
タン、１，１，１－トリフルオロ－２，２－ジクロロエタン、１，１，１，２，２－ペン
タフルオロ－３，３－ジクロロプロパン、１，１，２，２，３－ペンタフルオロ－１，３
－ジクロロプロパン、２，３－ジハイドロペルフルオロペンタン、１，１，１，２，２，
４－ヘキサフルオロブタン、１－トリフルオロメチル－１，２，２－トリフルオロシクロ
ブタン、３－メチル－１，１，２，２－テトラフルオロシクロブタン、１－ハイドロペン
タデカフルオロヘプタン、又はこれらの混合物が挙げられる。
【００８９】
　いくつかの実施形態において、本開示は、基材を洗浄するプロセスに関する。かかる洗
浄プロセスは、汚染された基材を、上で論じたような洗浄組成物と、接触させることによ
って行うことができる。ハイドロフルオロエーテル化合物は、単独で用いることができ、
又は互いの混合物で、又は他の一般に使用されている洗浄溶媒、例えばアルコール類、エ
ーテル類、アルカン、アルケン、ペルフルオロカーボン、ペルフッ素化三級アミン、ペル
フルオロエーテル、シクロアルカン、エステル、ケトン、芳香族、シロキサン、ハイドロ
クロロカーボン、ハイドロクロロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロオレフィン
、ハイドロフルオロオレフィン、ハイドロフルオロカーボン、若しくはこれらの混合物、
との混合物で用いることができる。そのような共溶媒は、特定の使用のために洗浄組成物
の溶解能特性を変更又は強化するように選択でき、得られる組成物が引火点を持たないよ
うな（共溶媒のハイドロフルオロエーテル化合物に対する）比率で用いることができる。
特定の用途に望ましい場合、洗浄組成物は、１つ以上の溶解又は分散された気体、液体又
は固体添加剤（例えば、二酸化炭素ガス、界面活性剤、安定剤、酸化防止剤又は活性炭）
を更に含有することができる。
【００９０】
　いくつかの実施形態において、本開示は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエーテ
ル化合物と、場合により１種以上の界面活性剤と、を含む洗浄組成物に関する。好適な界
面活性剤としては、ハイドロフルオロエーテル化合物に十分に可溶性である界面活性剤、
及び汚れを溶解、分散、又は移すことによって汚れの除去を促進する界面活性剤が挙げら
れる。界面活性剤の１つの有用なクラスは、約１４未満の親水性－親油性バランス（ＨＬ
Ｂ）値を有するノニオン性界面活性剤である。例としては、エトキシ化アルコール、エト
キシ化アルキルフェノール、エトキシ化脂肪酸、アルキルアリールスルホネート、グリセ
ロールエステル、エトキシ化フルオロアルコール、及びフッ素化スルホンアミドが挙げら
れる。一方の界面活性剤が油性の汚れの除去を促進するために洗浄組成物に添加され、も
う一方が水溶性の汚れの除去を促進するために添加される、相補的特性を有する界面活性
剤の混合物、を使用してもよい。界面活性剤は、使用する場合、汚れ除去を促進するのに
十分な量で添加することができる。典型的には、界面活性剤は、洗浄組成物の０．１～５
．０重量％又は０．２～２．０重量％の量で添加され得る。
【００９１】
　本開示の洗浄プロセスを用いて、基材の表面から大部分の汚染物質を溶解又は除去する
こともできる。例えば、軽質炭化水素汚染物質、より高分子量の炭化水素汚染物質、［例
えば鉱油及び油脂（グリース）］、フルオロカーボン汚染物質、［例えばペルフルオロポ
リエーテル、ブロモトリフルオロエチレンオリゴマー（ジャイロスコープ用流体）、及び
クロロトリフルオロエチレンオリゴマー（作動液、潤滑油）］、シリコーン油及びグリー
ス、はんだフラックス、微粒子、水、並びに、精密機器、電子機器、金属製機器、及び医
療機器の洗浄において生じ得る他の汚染物質（夾雑物）を除去できる。
【００９２】
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　洗浄組成物を気体状態又は液体状態のいずれか（又は両方）で使用することができ、基
材と「接触させる」ための既知又は今後の技法のいずれも用いてもよい。例えば、液体洗
浄組成物を基材上に噴霧若しくははけ塗りすることができ、気体洗浄組成物を基材に吹き
付けることができ、又は基材を気体若しくは液体組成物のいずれかに浸漬することができ
る。高温、超音波エネルギー、及び／又は攪拌を使用して、洗浄を助長することができる
。様々な異なる溶媒洗浄技術が、Ｂ．Ｎ．ＥｌｌｉｓによってＣｌｅａｎｉｎｇ　ａｎｄ
　Ｃｏｎｔａｍｉｎａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ
　ａｎｄ　Ａｓｓｅｍｂｌｉｅｓ、Ｅｌｅｃｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｐｕｂｌｉｃａｔ
ｉｏｎｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ、Ａｙｒ、Ｓｃｏｔｌａｎｄ、１８２～９４頁（１９８６）に
記載されている。
【００９３】
　有機基材と無機基材の両方を本開示のプロセスによって洗浄することができる。基材の
代表例としては、金属、セラミックス、ガラス、ポリカーボネート、ポリスチレン、アク
リロニトリル－ブタジエン－スチレンコポリマー、天然繊維（及び天然繊維に由来する布
地）、（例えば綿、絹、毛皮、スエード、革、リネン及びウール）、合成繊維（及び布地
）、（例えばポリエステル、レーヨン、アクリル類、ナイロン又はこれらの混紡）、天然
繊維及び合成繊維の混紡を含む布帛、並びに前述の材料の複合物が挙げられる。いくつか
の実施形態において、かかるプロセスは、電子部品（例えば回路基板）、光媒体若しくは
磁気媒体、又は医療機器の精密洗浄に使用され得る。
【００９４】
　いくつかの実施形態では、本開示は、本開示の１種以上のハイドロフルオロエーテル化
合物を含む電解質組成物に更に関する。電解質組成物は、（ａ）１種以上のハイドロフル
オロエーテル化合物を含む溶媒組成物と、（ｂ）少なくとも１種の電解質塩と、を含み得
る。本開示の電解質組成物は、優れた酸化安定性を示し、高電圧電気化学セル（再充電可
能なリチウムイオン電池など）に使用したときには、卓越したサイクル寿命と保存寿命と
を提供する。例えば、このような電解質組成物を、黒鉛の炭素電極を使用する電気化学セ
ルに使用したとき、電解質は、Ｌｉ／Ｌｉ＋について、少なくとも４．５Ｖ、最大６．０
Ｖの上限充電電圧に対し安定にサイクルする。
【００９５】
　本開示の電解質組成物の製造に使用するのに好適な電解質塩としては、少なくとも１種
のカチオンと、少なくとも１種の弱く配位しているアニオン［炭化水素スルホン酸、例え
ば、ビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）イミドアニオン以上の酸性を有する、アニ
オンの共役酸］と、を含むそれらの塩類が挙げられる。かかる塩類は、選択されたハイド
ロフルオロエーテル化合物（又はそれらと、１種以上の他のハイドロフルオロエーテル化
合物若しくは１種以上の従来の電解質溶媒と、のブレンド）に少なくとも部分的に可溶性
であり、少なくとも部分的に解離して導電性電解質組成物を形成する。かかる塩類は、動
作電圧全域で安定、非腐食性、熱的及び加水分解的に安定、になり得る。好適なカチオン
としては、アルカリ金属、アルカリ土類金属、ＩＩＢ族金属、ＩＩＩＢ族金属、遷移金属
、希土類金属、及びアンモニウム（例えば、テトラアルキルアンモニウム、又はトリアル
キルアンモニウム）カチオン、並びにプロトンが挙げられる。いくつかの実施形態では、
バッテリー用途のカチオンとしては、アルカリ金属カチオン及びアルカリ土類金属カチオ
ンが挙げられる。好適なアニオンとしては、フッ素含有無機アニオン（例えば、（ＦＳＯ

２）２Ｎ－、ＢＦ４
－、ＰＦ６

－、ＡｓＦ６
－、及びＳｂＦ６

－など）、ＣＩＯ４
－、Ｈ

ＳＯ４
－、Ｈ２ＰＯ４

－、有機アニオン（例えば、アルカン、アリール、及びアルカリー
ルスルホン酸アニオンなど）、フッ素含有及び非フッ素化テトラアリールホウ酸アニオン
、カルボラン及びハロゲン－、アルキル－、又はメタロカルボランアニオンなどのハロア
ルキル置換カルボランアニオン、並びにフッ素含有有機アニオン（例えば、ペルフルオロ
アルカンスルホン酸アニオン、シアノペルフルオロアルカンスルホニルアミドアニオン、
ビス（シアノ）ペルフルオロアルカンスルホニルメチドアニオン、ビス（ペルフルオロア
ルカンスルホニル）イミドアニオン、ビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）メチドア
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ニオン、及びトリス（ペルフルオロアルカンスルホニル）メチドアニオンなど）、並びに
同様のものが挙げられる。バッテリー用途に好ましいアニオンとしては、フッ素含有無機
アニオン（例えば、（ＦＳＯ２）２Ｎ－、ＢＦ４

－、ＰＦ６
－、及びＡｓＦ６

－）及びフ
ッ素含有有機アニオン（例えば、ペルフルオロアルカンスルホン酸アニオン、ビス（ペル
フルオロアルカンスルホニル）イミドアニオン、及びトリス（ペルフルオロアルカンスル
ホニル）メチドアニオン）が挙げられる。フッ素含有有機アニオンは、完全にフッ素化さ
れていてもよく、すなわちペルフッ素化されていてもよく、又は（有機部分が）部分的に
フッ素化されていてもよい。いくつかの実施形態では、フッ素含有有機アニオンは、少な
くとも約８０％フッ素化されている（すなわち、アニオンの、炭素結合置換基（炭素に結
合した置換基）のうち少なくとも約８０％がフッ素原子である）。いくつかの実施形態で
は、アニオンはペルフッ素化（すなわち、炭素結合置換基の全てがフッ素原子である完全
フッ素化）されている。ペルフッ素化アニオンを含むアニオンは、例えば、窒素、酸素、
又は硫黄などの１種以上の鎖状に連結するヘテロ原子を含有し得る。いくつかの実施形態
では、フッ素含有有機アニオンとしては、ペルフルオロアルカンスルホン酸アニオン、ビ
ス（ペルフルオロアルカンスルホニル）イミドアニオン、及びトリス（ペルフルオロアル
カンスルホニル）メチドアニオン、が挙げられる。
【００９６】
　いくつかの実施形態において、電解質塩としては、リチウム塩を挙げることができる。
好適なリチウム塩としては、例えば、リチウムヘキサフルオロホスフェート、リチウムビ
ス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、リチウムビス（ペルフルオロエタンスルホ
ニル）イミド、リチウムテトラフルオロボレート、リチウムペルクロラート、リチウムヘ
キサフルオロアルセネート、リチウムトリフルオロメタンスルホネート、リチウムトリス
（トリフルオロメタンスルホニル）メチド、リチウムビス（フルオロスルホニル）イミド
（Ｌｉ－ＦＳＩ）、及びこれらの２種以上の混合物が挙げられる。
【００９７】
　本開示の電解質組成物は、少なくとも１種の電解質塩と、本開示の少なくとも１種のハ
イドロフルオロエーテル化合物を含む溶媒組成物とを、かかる塩が、所望の動作温度下で
かかる溶媒組成物に少なくとも部分的に溶解（解離）されるように組み合わせることによ
り調製できる。このような調製には、ハイドロフルオロエーテル化合物（又は通常は、そ
れらを含む、それらからなる、又は本質的にそれらからなる液体組成物）を使用できる。
【００９８】
　いくつかの実施形態では、電解質組成物には、電解質組成物の導電率が最高値又はその
付近になるような濃度で（典型的には、例えば、リチウム電池の電解質に関し、約０．１
～４．０Ｍ、又は１．０～２．０ＭのＬｉのモル濃度で）電解質塩を使用するものの、広
い範囲の他の濃度も使用できる。
【００９９】
　いくつかの実施形態では、１種以上の従来の電解質溶媒を、ハイドロフルオロエーテル
化合物と（例えば、ハイドロフルオロエーテルが、得られる溶媒組成物の約１％から約８
０％まで又は９０％までを構成するよう）、混合する。有用な従来の電解質溶媒としては
、例えば、有機及びフッ素含有電解質溶媒が挙げられる（例えば、プロピレンカーボネー
ト、エチレンカーボネート，ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、エチルメチ
ルカーボネート、ジメトキシエタン、７－ブチロラクトン、ジグリム（すなわち、ジエチ
レングリコールジメチルエーテル）、テトラグリム（すなわち、テトラエチレングリコー
ルジメチルエーテル）、モノフルオロエチレンカーボネート、ビニレンカーボネート、エ
チルアセテート、メチルブチレート（methyl butyrate）、テトラハイドロフラン、アル
キル置換テトラハイドロフラン、１，３－ジオキソラン、アルキル置換１，３－ジオキソ
ラン、テトラハイドロピラン、アルキル置換テトラハイドロピランなど、並びにこれらの
混合物）。所望の場合、他の従来の電解質添加剤（例えば、界面活性剤）も存在させるこ
とができる。
【０１００】
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　本開示は、上記の電解質組成物を含む電気化学セル（例えば、燃料電池、電池、キャパ
シタ（蓄電器）、エレクトロクロミック窓）に更に関する。このような電気化学セルは、
正極と、負極と、セパレーターと、上記の電解質組成物とを含み得る。
【０１０１】
　本明細書に記載の電解質組成物を使用する電気化学デバイスは、いくつかの実施形態に
おいて、最大１２Ｃの放電電流で、理論値の５０％超、好ましくは８０％超の放電容量を
有する。本開示に記載の電解質組成物を含む電気化学セルは、いくつかの実施形態におい
て、最大６Ｃの放電電流で、理論値の約４０％超、好ましくは約６０％超の充電容量を有
し得る。本明細書に記載の電解質組成物を含む電気化学セルは、いくつかの実施形態にお
いて、優れた低温性能を有し得て、０℃～２０℃の環境温度に露出されているときに、２
５℃での放電容量の９０％超を保持し得る。本記載の電解質組成物を含む電気化学セルは
、いくつかの実施形態において、最大４．５Ｖまでの、最大３０回の充電サイクルにわた
り、カソード１ｇあたり１５０ｍＡｈ超の放電容量を保持し得る。
【０１０２】
　電気化学セルには、様々な負極及び正極を使用できる。代表的な負極としては、例えば
、結晶面間の間隔（００２）、ｄ００２が３．４５Ａ＞ｄ００２＞３．３５４Ａであり、
粉末、フレーク、繊維、又は球状（例えば、メソカーボンマイクロビーズ）などの形態を
示す黒鉛の炭素が挙げられ、米国特許第６，２０３，９４４号（Ｔｕｒｎｅｒ　’９４４
）、発明の名称「リチウム電池用電極（ELECTRODE FOR A LITHIUM BATTERY）」、及び国
際公開第００１０３４４４号（Ｔｕｒｎｅｒ　ＰＣＴ）、発明の名称「電極材料及び組成
物（ELECTRODE MATERIAL AND COMPOSITIONS）」に記載のリチウム合金組成物Ｌｉ４／３

Ｔｉ５／３Ｏ４、並びにこれらの組み合わせ、が挙げられる。代表的な正極としては、Ｌ
ｉＦｅＰＯ４、ＬｉＭｎＰＯ４、ＬｉＣｏＰＯ４、ＬｉＭｎ２Ｏ４、ＬｉＣｏＯ２、及び
これらの組み合わせが挙げられる。負極又は正極は、例えば、負極についてはカーボンブ
ラック、並びに、正極についてはカーボンブラック、及び鱗片状黒鉛などの、当業者には
よく知られている添加剤を含み得る。
【０１０３】
　本発明の電気化学デバイスは、コンピューター、電動工具、自動車、及び通信機器など
の様々な電子物品に使用できる。
【０１０４】
　実施形態
　１．以下の一般式（１）で表される、ハイドロフルオロエーテル化合物。
【化１１】

　［式中、ｎは１～２であり、Ｒｆ１及びＲｆ２の各々の表わすものは、
　　（ｉ）独立して、１～８個の炭素原子を有する、直鎖又は分枝鎖ペルフルオロアルキ
ル基であって、場合により１個以上の鎖状に連結されたヘテロ原子を含むもの、又は、
　　（ｉｉ）互いに結合して、４～８個の炭素原子を有する環状構造を形成するものであ
って、場合により１個以上の連結されたヘテロ原子を含むものであり、
　Ｒｆｈは、ｎ＝１であるとき、１～１２個の炭素原子を有する、置換又は非置換の一価
の炭化水素基であって、場合により１つ以上の鎖状に連結するヘテロ原子を含み、ｎ＝２
であるとき、１～１２個の炭素原子を有する、置換又は非置換の二価の炭化水素基であっ
て、場合により１個以上のカテナリーヘテロ原子を含む。］。
　２．Ｒｆ１及びＲｆ２の各々の表わすものが、
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　　（ｉ）独立して、１～４個の炭素原子を有する直鎖又は分枝鎖ペルフルオロアルキル
基であって、場合により１個以上の連結されたヘテロ原子を含むもの、又は、
　　（ｉｉ）互いに結合して、４～６個の炭素原子を有する環状構造を形成するものであ
って、場合により１個以上の連結されたヘテロ原子を含むものである、実施形態１に記載
のハイドロフルオロエーテル化合物。
　３．Ｒｆｈがハロゲン原子により置換されている、実施形態１又は２に記載のハイドロ
フルオロエーテル化合物。
　４．Ｒｆｈがフッ素原子で置換されている、実施形態１～３のいずれか一形態に記載の
ハイドロフルオロエーテル化合物。
　５．かかるハイドロフルオロエーテル化合物が、少なくとも６０％のフッ素化度を有す
る、実施形態１～４のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物。
　７．（ａ）実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物
と、
　　（ｂ）１種以上のハイドロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロカーボン、ペ
ルフルオロカーボン、ペルフルオロポリエーテル、ハイドロフルオロエーテル、ハイドロ
フルオロポリエーテル、クロロフルオロカーボン、ブロモフルオロカーボン、ブロモクロ
ロフルオロカーボン、ヨードフルオロカーボン、ハイドロブロモフルオロカーボン、フッ
素化ケトン、ハイドロブロモカーボン、フッ素化オレフィン、ハイドロフルオロオレフィ
ン、フッ素化スルホン、フッ素化ビニルエーテル、及びそれらの混合物を含む、少なくと
も１つの共消火剤と、を含み、
　（ａ）及び（ｂ）が、火を抑制する又は消火するのに十分な量で存在する、消火組成物
。
　８．（ａ）及び（ｂ）が、約９：１～約１：９までの重量比である、実施形態７に記載
の消火組成物。
　９．実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物を含む
消火組成物を火に適用することと、
　火を抑制することと、を含む、消火方法。
　１０．かかる消火組成物が、１種以上のハイドロフルオロカーボン、ハイドロクロロフ
ルオロカーボン、ペルフルオロカーボン、ペルフルオロポリエーテル、ハイドロフルオロ
エーテル、ハイドロフルオロポリエーテル、クロロフルオロカーボン、ブロモフルオロカ
ーボン、ブロモクロロフルオロカーボン、ヨードフルオロカーボン、ハイドロブロモフル
オロカーボン、フッ素化ケトン、ハイドロブロモカーボン、フッ素化オレフィン、ハイド
ロフルオロオレフィン、フッ素化スルホン、フッ素化ビニルエーテル、及びそれらの混合
物を含む少なくとも１つの共消火剤、を更に含む、実施形態９に記載の消火方法。
【０１０５】
　１１．ランキンサイクルにおいて熱エネルギーを工学的エネルギーに変換するための装
置であって、
　作動流体と、
　かかる作動流体を気化して、気化作動流体を形成する熱源と、
　かかる気化作動流体が通され、それによって熱エネルギーを工学的エネルギーに変換す
るタービンと、
　かかる気化作動流体を、タービンに通した後、冷却するためのコンデンサと、
　かかる作動流体を再循環させるためのポンプと、を含み、
　作動流体が、実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合
物を含む、装置。
　１２．ランキンサイクルにおいて熱エネルギーを工学的エネルギーに変換するプロセス
であって、
　作動流体を熱源で気化させることで、気化作動流体を形成することと、
　かかる気化作動流体をタービンに通して膨張させることと、
　冷却源を使用してかかる気化作動流体を冷却して、凝縮された作動流体を形成すること
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と、
　かかる凝縮された作動流体をポンプ輸送することと、を含み、
　作動流体が、実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合
物を含む、プロセス。
　１３．廃熱を回収するプロセスであって、
　廃熱を生成するプロセスと連通している熱交換器に液体作動流体を通すことで、気化作
動流体を生成することと、
　かかる気化作動流体をかかる熱交換器から取り出すことと、
　かかる気化作動流体を、廃熱が工学的エネルギーに変換される膨張器に通すことと、
　かかる気化作動流体を、タービンに通した後、冷却することと、を含み、
　作動流体が、実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合
物を含む、プロセス。
　１４．発泡剤と、発泡性ポリマー又はその前駆体組成物と、成核剤と、を含む、発泡性
組成物であって、
　かかる成核剤が、実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル
化合物を含む、発泡性組成物。
　１５．かかる成核剤及びかかる発泡剤が、１：２未満のモル比である、実施形態１４に
記載の発泡性組成物。
　１６．かかる発泡剤が、約５～約７個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素、約５～約７
個の炭素原子を有する環式脂肪族炭化水素、炭化水素エステル、水、又はそれらの組み合
わせを含む、実施形態１４～１５のいずれか一形態に記載の発泡性組成物。
　１７．ポリマー発泡体を調製するプロセスであって、
　少なくとも１つの発泡性ポリマー若しくはその前駆体組成物、及び成核剤の存在下で、
少なくとも１つの液体若しくは気体発泡剤を気化させる又は少なくとも１つの気体発泡剤
を発生させること、を含み、
　かかる成核剤が、実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル
化合物を含む、プロセス。
　１８．実施形態１４～１６のいずれか一形態に記載の発泡性組成物から製造された発泡
体。
　１９．実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物を含
む、誘電体流体を含む、デバイスであって、
　かかるデバイスが、電気デバイスである、デバイス。
　２０．かかる電気デバイスが、ガス絶縁回路遮断器、電流遮断機器、ガス絶縁送電線、
ガス絶縁変圧器、又はガス絶縁変電所を含む、実施形態１５に記載のデバイス。
【０１０６】
　２１．かかる誘電性流体が、第二の誘電性ガスを更に含む、実施形態１９又は２０に記
載のデバイス。
　２２．かかる第２の誘電性ガスが不活性ガスを含む、実施形態２１に記載のデバイス。
　２３．かかる第２の誘電性ガスが、窒素、ヘリウム、アルゴン、又は二酸化炭素を含む
、実施形態２２に記載のデバイス。
　２４．実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物を含
む溶媒組成物と、
　かかる溶媒組成物に可溶性又は分散性であるコーティング材料と、を含む、コーティン
グ組成物。
　２５．かかるコーティング材料が、顔料、潤滑剤、安定剤、接着剤、酸化防止剤、染料
、ポリマー、医薬、離型剤、無機酸化物を含む、実施形態２４に記載のコーティング組成
物。
　２６．かかるコーティング材料が、ペルフルオロポリエーテル、炭化水素、シリコーン
潤滑剤、テトラフルオロエチレンのコポリマー、又はポリテトラフルオロエチレンを含む
、実施形態２４に記載の組成物。
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　２７．実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物と、
　共溶媒と、を含む、洗浄組成物。
　２８．かかるハイドロフルオロエーテル化合物が、フッ素化化合物と共溶媒との総重量
に基づき、かかる組成物の５０重量パーセントより多い、実施形態２７に記載の組成物。
　２９．かかる共溶媒が、アルコール類、エーテル類、アルカン、アルケン、ハロアルケ
ン、ペルフルオロカーボン、ペルフッ素化三級アミン、ペルフルオロエーテル、シクロア
ルカン、エステル、ケトン、芳香族、ハロ芳香族、シロキサン、ハイドロクロロカーボン
、ハイドロクロロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロオレフィン、ハイドロフル
オロオレフィン、ハイドロフルオロカーボン、又はそれらの混合物を含む、実施形態２７
又は２８に記載の組成物。
　３０．実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物と、
界面活性剤と、を含む、洗浄組成物。
【０１０７】
　３１．かかる洗浄組成物が、０．１～５重量％の界面活性剤を含む、実施形態３０に記
載の洗浄組成物。
　３２．かかる界面活性剤が、エトキシ化アルコール、エトキシ化アルキルフェノール、
エトキシ化脂肪酸、アルキルアリールスルホネート、グリセロールエステル、エトキシ化
フルオロアルコール、フッ素化スルホンアミド、又はそれらの混合物を含む、ノニオン性
界面活性剤を含む、実施形態３０又は３１に記載の組成物。
　３３．基材から汚染物質を除去するプロセスであって、
　基材を、実施形態１～５のいずれか一形態に記載のハイドロフルオロエーテル化合物及
び共溶媒を含む組成物と、接触させる工程を含む、プロセス。
　３４．実施形態１～５のいずれか一形態に記載の少なくとも１つのハイドロフルオロエ
ーテル化合物を含む溶媒組成物と、電解質塩と、を含む、電解質組成物。
【０１０８】
　本開示の実施を以下の詳細な実施例に関して更に説明する。これらの実施例は、様々な
実施形態及び技術を更に示すために提供する。しかしながら、本開示の範囲内に留まりつ
つ、多くの変形及び変更を加えることができることは理解されるもの。
【実施例】
【０１０９】
　実施例１：　Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３、２，２，３，３，５，５
，６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２－トリフルオロ－２－メトキシ－エチル）
モルホリンの合成
【０１１０】
【化１２】

【０１１１】
　ペルフルオロ－ビニルモルホリン（２００．００ｇ、０．６４３０ｍｏｌ）と、無水メ
タノール（２００．００ｇ、６．２４２ｍｏｌ）とを、マグネチックスターラーバー、水
冷凝縮器、窒素導入ライン、及び６０ｍＬ滴下漏斗を備えた１．０Ｌ三ツ口丸底フラスコ
に入れた。５．０モル濃度（Molar）のナトリウムメトキシドのメタノール溶液（４０．
０ｇ、０．２１４７ｍｏｌ）を滴下漏斗に入れ、１時間かけて反応混合物に撹拌しながら
滴下した（２１℃で開始した）。わずかに発熱反応が生じ、外部冷却せず、反応混合物の
温度は最高で５２℃に達した。２１～５２℃で３時間の反応時間後、下側のペルフルオロ
－ビニルモルホリンの液相の消失から判断すると、反応は完了していると見られたものの
、室温で撹拌しながら更に３日間反応を続けた。ＧＣ－ＦＩＤ及びＧＣ－ＭＳによる反応
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混合物の分析から、ペルフルオロ－ビニルモルホリンの１００％の変換率のうち、８７％
は所望のＨＦＥ－水素化物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３であり、及び
９％は対応するＨＦＥ－オレフィン、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦ＝ＣＦＯＣＨ３（シス
及びトランス混合物）であったことが明らかになった。この反応混合物を、撹拌しながら
室温で５００ｍＬの水でクエンチしたところ、２相の非混和性の液相が生成した。２．３
ｇ（グラム）の３４．４％　Ｈ３ＰＯ４（水溶液）を加え、反応混合物のｐＨをおよそ中
性（ｐＨ５）に調整し、この反応混合物を１．０Ｌの分液漏斗に移した。下側のフルオロ
ケミカル相を分離した後、各回４００ｍＬの脱イオン水で３回洗浄した。最後の水洗後、
分離した下側のフルオロケミカル相（１９３．８ｇ）を、乾燥した三角フラスコ（エルレ
ンマイヤーフラスコ）に移し、３Ａモレキュラーシーブで乾燥した。次に、乾燥させたフ
ルオロケミカル相を、４０段の同心管蒸留塔と、蒸留ヘッドと、を備えた２５０ｍＬの三
ツ口丸底フラスコに移し、大気圧にて窒素雰囲気下で分留により精製した。１２５．７～
１２７．７℃（塔頂部温度）で主生成物画分（１５８．５ｇ）を回収した。ＧＣによると
、約９６％の所望のＨＦＥ－水素化物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３と
、主にＨＦＥ－オレフィン副生成物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦ＝ＣＦＯＣＨ３（シス
及びトランス混合物）を含む残部とから構成されていた。
【０１１２】
　Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３と、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦ＝ＣＦ
ＯＣＨ３との、約９５：５混合物を上記のとおり調製し（２１３．５ｇ、０．６２２ｍｏ
ｌ）、磁気撹拌棒を備えた２５０ｍＬのＨＤＰＥポリボトルに移し、室温で撹拌しながら
、ニート（無溶媒）で無水フッ化水素（１３．０ｇ、０．６５ｍｏｌ）により処理した。
ポリボトルにゆるく蓋をして、この混合物を室温で３日間撹拌した後、脱イオン水（８８
．０ｇ）によりクエンチした（発熱を制御するために、最初は滴下して加えた）。得られ
た２相混合物をテフロン製の分液漏斗に移し、下側のフルオロケミカル相を分離した後、
各回１２８ｍＬの脱イオン水で３回洗浄して残留しているＨＦを除去した。最後の水洗後
、下側のフルオロケミカル生成物相（２０９．１ｇ）を、乾燥した三角フラスコに移し、
３Ａモレキュラーシーブで乾燥した。終夜乾燥した後、フルオロケミカル生成物をＧＣ－
ＦＩＤにより分析したところ、ＨＦＥ－オレフィン副生成物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣ
Ｆ＝ＣＦＯＣＨ３に対するＨＦの付加が完了していたことが判明した。生成物は純度９８
．７％のＨＦＥ－水素化物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３であった。Ｈ
ＦＥ－オレフィン副生成物の残存は検出されなかった。次に他の不純物を除去するため、
先のとおりこの材料を分留した。１２７．０～１２７．３℃で主生成物の蒸留画分（留分
３、４、及び５、合計１９０．１０ｇ）を蒸留した。ＧＣ純度は＞９９％であった。ＧＣ
－ＭＳによりＧＣピーク評価を確認し、画分４及び５を合わせた画分（１２０．６ｇ）の
純度を定量的１Ｈ及び１９Ｆ　ＮＭＲ分光法により求めたところ、最終的には９９．３重
量％（３種類の所望の生成物異性体の合計、絶対重量％）であり、９９．１重量％のＯ（
ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３に加え、２種類の微量の異性体を含んでいた。
【０１１３】
　精製したＯ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ３生成物は、室温で非粘稠な液体
であり、不燃性であることが確認された［（密閉していないカップでの引火点は最高で２
００°Ｆであった。］。測定すると、密度は１．６４ｇ／ｍＬ、比熱容量は０．２５ｃａ
ｌｏｒｉｅｓ／ｇｒａｍ℃（ｃａｌ／ｇ℃）（室温でＤＳＣにより測定）、推定Ｌｏｇ　
ＫＯＷ（ＨＰＬＣにより測定した油／水分配係数）は４．４６、であった。雄のＳｐｒａ
ｇｕｅ－Ｄａｗｌｅｙラットにおける、４時間後のＬＣ５０及びＮＯＡＥＬ（Ｎｏ　Ｏｂ
ｓｅｒｖａｂｌｅ　Ａｄｖｅｒｓｅ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｌｅｖｅｌ）（無毒性量）は、４時
間で５０００ｐｐｍを投与した吸入急性毒性動物試験により求め、いずれも＞５０００ｐ
ｐｍ（ｖ／ｖ）であった。１４日間の投与後回復期間中、全ての動物が生存し、正常であ
ることは明らかであった。投与中の４時間は呼吸数がわずかに上昇したことを除き、臨床
的に顕著な兆候は観察されず、身体又は臓器重量に対しても顕著な影響は観察されなかっ
た。
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【０１１４】
　実施例２：　Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２Ｈ，２，２，
３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－［１，２，２－トリフルオロ－２－（２
，２，３，３－テトラフルオロプロポキシ）エチル］モルホリンの合成
【０１１５】
【化１３】

【０１１６】
　磁気撹拌、テフロンコーティングした熱電対プローブ、及びＮ２導入口を有する水冷式
凝縮器を備えた１０００ｍＬ三つ口丸底フラスコ内で、試薬２，２，３，３，５，５，６
，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２－トリフルオロビニル）モルホリン（１７９．
１１ｇ、ＧＣによる純度９８．９％）と、２，２，３，３－テトラフルオロプロパノール
（８０．６８７ｇ、ＴＣＩ　Ａｍｅｒｉｃａ、９８．０％）と、５４３ｍＬのアセトニト
リル（Ａｌｄｒｉｃｈ、無水）とを合わせた。反応混合物は、最初は二相性であった。次
に、反応混合物を室温で撹拌しながら炭酸カリウム（８．４４５ｇ、３２５メッシュ、Ａ
ｒｍａｎｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔ　Ｃｏ）を１さじずつ加えた。反応容器の周囲に氷水浴を配
置し、反応による発熱を制御し、反応温度を２５℃付近に維持した。２時間の撹拌後、反
応混合物をＧＣ－ＦＩＤにより分析したところ、反応は９５．３％完了していたことが判
明した。４時間後に、反応混合物に追加の粉末炭酸カリウムを０．０７５ｇ入れ、更に３
０間撹拌した後で、ＧＣ－ＦＩＤ分析したところ、反応は９９．５％超完了していたこと
が示された。反応が実質的に完了したので、反応混合物を、シンタードガラス付の漏斗で
吸引濾過し、不溶性の固形分を除去した。濾過した反応混合物を１０００ｍＬ丸底フラス
コに移し、分留によりアセトニトリル溶媒を除去した。ほとんど全てのアセトニトリル（
及び残存ＨＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ）が除去された後、ポットに残留する粗生成物の収量
は１９７．０１ｇであった。ポット内容物をＧＣ－ＦＩＤ分析したところ、粗生成物は、
８０．９８％の所望のＨＦＥ－水素化物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ２

ＣＦ２ＣＦ２Ｈと、１７．０％のＨＦＥ－オレフィン副生成物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２Ｎ
ＣＦ＝ＣＦＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２Ｈ（シス及びトランス異性体）とを含むことが示された
。磁気撹拌棒を備えた２５０ｍＬのＨＤＰＥポリボトルに粗フルオロケミカル生成物混合
物を移し、過剰量の無水ＨＦ（約９０ｇ）で処理した。ポリボトルにゆるく蓋をして、こ
の混合物を室温で７２時間磁気撹拌した。次に、残存する無水ＨＦをクエンチし、９０ｍ
Ｌの水で希釈した（発熱を制御するために、最初は滴下して加えた）。得られた２相液体
混合物をＴｅｆｌｏｎ製の分液漏斗に移し、下側のフルオロケミカル生成物相（１９６．
９ｇ）を上側のＨＦ水相から分液した。次に、フルオロケミカル相を各回１００ｍＬの水
で３回洗浄し、生成物相から残存するＨＦを除去した。最終的な水洗液のｐＨは７．０で
あり、洗浄後の粗フルオロケミカル生成物の収量は１９１．５ｇであった。この材料のＧ
Ｃ－ＦＩＤ分析により、ＨＦ処理がＨＦＥ－オレフィン副生成物（シス及びトランス異性
体）の割合をわずか０．７６％にまで低減し、残部はほとんど（９７．８９％）が所望の
ＨＦＥ－水素化物であったことが示されている。この材料をＨＤＰＥポリボトルに移し、
３Ａモレキュラーシーブ上で保管し乾燥した。最低４８時間モレキュラーシーブ上で保管
した後、４０段の同心管蒸留塔と、水冷式凝縮器及び液体スプリッターを備えた蒸留ヘッ
ドとを使用して、大気圧にて、窒素下で分留し粗フルオロケミカル生成物を精製した。１
６４．２～１６４．９℃（ヘッド温度）で、主生成物の蒸留画分（画分８～１２）を回収
したところ、純度＞９８％のＨＦＥ－水素化物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２Ｏ
ＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２Ｈから構成されていた。最も純度の高い蒸留画分（留分１０）をＧＣ
－ＭＳにより分析したところ、所望のＨＦＥ－水素化物生成物が約９９％の純度で存在す
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ることが確認された。この材料を１Ｈ及び１９Ｆ　ＮＭＲ分光法により定量分析したとこ
ろ、最終生成物が、所望のＨＦＥ－水素化物、Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣ
Ｈ２ＣＦ２ＣＦ２Ｈを９９．１７％（絶対重量％）含有していることが示された。
【０１１７】
　ラットにＯ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２Ｈを３００ｍｇ／
ｋｇ　ｂｏｄｙ　ｗｅｉｇｈｔ（ｍｇ／体重１ｋｇ）で投与し、経口単回投与による急性
毒性を試験した。投与後回復期間中、臨床上の有害事象は観察されず、剖検したところ全
ての動物は正常であった。この試験により、２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフ
ルオロ－４－［１，２，２－トリフルオロ－２－（２，２，３，３－テトラフルオロプロ
ポキシ）エチル］モルホリンのＬＤ５０は＞３００ｍｇ／ｋｇ体重であるものと評価され
た。
【０１１８】
　実施例３：　Ｏ（ＣＦ２ＣＦ２）２ＮＣＦＨＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ３，２，２，
３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－［１，２，２－トリフルオロ－２－（２
－メトキシ）エチル］モルホリンの合成
【０１１９】
【化１４】

【０１２０】
　オーバーヘッド式撹拌と、Ｎ２導入口を有する水冷式凝縮器と、Ｔｅｆｌｏｎコーティ
ングした熱電対プローブを有するクライゼンアダプターと、滴下漏斗とを備える１０００
ｍＬ三ツ口丸底フラスコ中で、試薬２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－
４－（１，２，２－トリフルオロビニル）モルホリン（２００．００ｇ、＞９８．９％）
と、アセトニトリル（２３６ｇ、Ａｌｄｒｉｃｈ無水、９９．８％）と、水酸化カリウム
（３．６０８ｇ、粉末、Ｆｌｕｋａ、＞８５％）と、臭化ナトリウム（６．６１６ｇ、顆
粒、ＥＭＤ、９９％）とを合わせた。反応混合物を撹拌しながら、３時間かけて、反応混
合物に２－メトキシ－エタノール（７６．０９ｇ、ＴＣＩ　Ａｍｅｒｉｃａ、９８％）を
入れた。わずかな発熱反応が観察され、反応温度は２６℃に上昇した。全アルコールを加
えて反応に２時間撹拌した後、サンプルをピペットにより抜き出し、ＰＶＤＦフィルター
ディスクにより濾過し、ＧＣ－ＦＩＤで分析した。ＧＣ分析により、変換率９３％まで所
望の反応が進行していたことが示された。反応混合物を更に４時間撹拌した後、４００ｍ
Ｌの脱イオン水及び１００ｇの濃塩化ナトリウムブライン液でクエンチした。水性溶液か
ら、下側の液相を形成しているフルオロケミカル生成物を分離した。フルオロケミカル相
を分離し、追加の各回２００ｍＬの水で３回洗浄して、残留しているアセトニトリルを除
去した後、最低３日間にわたってモレキュラーシーブ上で乾燥した。乾燥後、粗フルオロ
ケミカル生成物を３０ｇの無水フッ化水素酸で処理し、微量のオレフィン副生成物、４－
［（Ｅ＆Ｚ）－１，２－ジフルオロ－２－（２－メトキシエトキシ）ビニル］－２，２，
３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－モルホリンを除去し、所望のＨＦ付加生成物
に変換した。十分に換気し、洗浄したドラフト内で、室温にて磁気撹拌し、終夜ＨＦ処理
を進行させた。翌朝、１２５ｍＬの水でクエンチし（発熱を制御するために、最初は滴下
して水を加えた）、残留しているＨＦを除去し、下側のフルオロケミカル生成物相を分離
し、次に各回１２５ｍＬの水で３回洗浄し、残留ＨＦを除去した（最終洗浄水のｐＨは６
．５であった）。分離した後、粗フルオロケミカル生成物をモレキュラーシーブ上で最低
３日間再度乾燥した後、同心管蒸留塔を通して分留することにより精製して、ＧＣ－ＦＩ
Ｄによる平均純度９９．４１％で透明な無色の液体として、７６．４６ｇの生成物蒸留物
（沸点＝１７７～１７８℃）を得た。生成物の同定をＧＣ／ＭＳにより確認し、化学構造
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及び純度を１９Ｆ及び１Ｈ　ＮＭＲ分光法により検証したところ、蒸留物は９９重量％の
２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－［１，２，２－トリフルオロ－
２－（２－メトキシ）エチル］モルホリンから構成されていた。
【０１２１】
　実施例４～３０：　ペルフッ素化ビニルアミンと様々なアルコール類とのバイアル反応
　以下の一般的な方法により、以下の実施例を調製した。
　粉末Ｋ２ＣＯ３と、無水ＣＨ３ＣＮと、ペルフルオロ－ビニルアミンと、アルコール試
薬とを、記載の順に７ｍＬのガラス製バイアルに入れた（空気中）。小型の撹拌子を入れ
た後、バイアルにはきつく蓋をし、表中に示す温度にて高速撹拌を開始した。最低で４時
間撹拌を続けて反応を進行させながら、反応混合物を少量分取し、ニートで注入してのＧ
Ｃ－ＦＩＤにより、反応の進行を周期的に監視した。反応がほとんど完了していると判断
された後、反応溶液をシリンジにより濾過して懸濁固形分を除去し、濾液をＧＣ－ＭＳ分
析にかけて、暫定的にＧＣ－ＦＩＤピーク評価を確認し、生成した主生成物を同定した。
次に、この情報を使用して、所望のアルコール付加生成物のＧＣ収量（ＨＦＥ－水素化物
＋ＨＦＥ－オレフィンの合計）と、水素化物／オレフィン比とを計算した。結果を以下の
表中に要約し、ペルフッ素化ビニルアミンを様々なアルコール類と反応させると、概して
主として所望のＨＦＥ－水素化物が高収量で生成し、主な副生成物は対応するＨＦＥ－オ
レフィンであることを示す。ＨＦＥ－オレフィン副生成物は、上記の実施例に示すとおり
、無水フッ化水素での処理により容易に所望のＨＦＥ－水素化物に変換される。したがっ
て、これらの反応は、高収量と、ＨＦＥ－水素化物への選択的経路とを提供する。
【０１２２】

【表１－１】

【０１２３】
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【表１－２】

　－＊ＧＣ－ＦＩＤによる、ＰＦ－ビニルアミンの、所望のＨＦＥ－水素化物（主生成物
）への変換と、ＨＦＥ－オレフィン（微量生成物）の付加生成物への変換に基づく。
　－＊＊ＧＣ－ＦＩＤピークの相対的面積をもとに求めた、ＨＦＥ－水素化物のＨＦＥ－
オレフィンに対する比。
　－ＮＡは、ＧＣピークが重複していたために水素化物／オレフィン比を定量できなかっ
たことを意味する。
　－収量は最適化されていない。
　－二官能性アルコール類の、ＨＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、ＨＯＣＨ２ＣＨ２Ｏ
Ｈ、ＨＯＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、ＨＯＣＨ２ＣＨ＝ＣＨＣＨ２ＯＨ、及びＨＯ
（ＣＨ２）４ＯＨ、について報告する収量は、ビス付加生成物のみについてのものである
。
【０１２４】
　実施例４～３０に記載した手順及び試薬を使用して、以下のハイドロフルオロエーテル
（又はＨＦＥ－水素化物）化合物を首尾よく調製し、ＧＣ－ＭＳにより特性評価した。
【０１２５】
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【表２】

【０１２６】
　実施例３１：　２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２
－トリフルオロ－２－メトキシ－エチル）モルホリンと他の市販のＨＦＥ溶媒に対しての
、様々な溶質の溶解度
　一般的な潤滑剤及び添加剤を含む様々な溶質の最大溶解度を２，２，３，３，５，５，
６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２－トリフルオロ－２－メトキシ－エチル）モ
ルホリン溶媒で測定し、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ　ＭＮ．）からいずれも
市販の分離型ＨＦＥ（Ｎｏｖｅｃ　７１００）及び非分離型ＨＦＥ（ＰＦ－７６００）を
含む、２種類の市販の不燃性ＨＦＥ溶媒への同じ溶質の溶解度と比較した。室温で取得し
たデータを以下の表に要約する。このデータは、２，２，３，３，５，５，６，６－オク
タフルオロ－４－（１，２，２－トリフルオロ－２－メトキシ－エチル）モルホリン、す
なわち、本発明の窒素含有ＨＦＥ－水素化物の一つが、試験した溶質の多くについて、同
等の、又は優れた溶解度特性を提供し、相対的に極性の溶質に特に良好な溶媒であること
を示す。
【０１２７】
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【表３】

　＊５０：５０の重量比（５０重量％）でも十分に可溶性。
【０１２８】
　実施例３２：　一般的なリチウムイオン電池の電解質処方における、２，２，３，３，
５，５，６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２－トリフルオロ－２－メトキシ－エ
チル）モルホリン、及び２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－［１，
２，２－トリフルオロ－２－（２，２，３，３－テトラフルオロプロポキシ）エチル］モ
ルホリンと、Ｎｏｖｅｃ－７３００の溶解度
　リチウムイオン電池電解質に使用される、一般的に使用されるカーボネート系溶媒処方
（ＥＣ：ＥＭＣ　３：７（重量比））、及び１．０ＭのＬｉＰＦ６（一般的に使用される
電解質塩）を含む同様の電解質処方において、本発明の２種類の窒素含有ＨＦＥ－水素化
物の最大溶解度を求めた。２種類の電池電解質処方における、これらの窒素含有ＨＦＥ－
水素化物の溶解度を、これまでに電池電解質共溶媒として研究されている市販の分離型Ｈ
ＦＥであるＮｏｖｅｃ－７３００の溶解度と比較した。室温にて取得した相対的溶解度の
データを以下の表に要約する。このデータは、本発明の窒素含有ＨＦＥ－水素化物が、Ｎ
ｏｖｅｃ－７３００と比較して、これらの相対的に極性の電池電解質処方への顕著に良好
な溶解度を有することを示す。したがって、本発明の窒素含有ＨＦＥ－水素化物は、一般
的に使用される電解質処方への溶解度が増大されていることから、向上した処方柔軟性を
提供し得る有望な電池電解質共溶媒であると説明される。
【０１２９】

【表４】

【０１３０】
　実施例３３　２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２－
トリフルオロ－２－メトキシ－エチル）モルホリンと他の非分離型ＨＦＥとの毒性比較
　ラットにおける、２，２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，
２－トリフルオロ－２－メトキシ－エチル）モルホリンの吸入による急性毒性を、動物に
５０００ｐｐｍを４時間投与した後、１４日間投与後監視を行い、評価した。動物試験の
結果及び被験化合物の蒸気圧（ＶＰ）、ＬＣ５０、Ｎｏ　Ｏｂｓｅｒｖａｂｌｅ　Ｅｆｆ
ｅｃｔ　Ｌｅｖｅｌ（ＮＯＥＬ）（無影響量）、及び急性蒸気ハザード比を評価した。こ
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一般的な非分離型ＨＦＥと比較する。毒性についてのこれらの標準測定の観点から、２，
２，３，３，５，５，６，６－オクタフルオロ－４－（１，２，２－トリフルオロ－２－
メトキシ－エチル）モルホリンを他の非分離型ＨＦＥと比較すると非常に好ましいもので
あり、かかる化合物は、試験した材料の中でも最も毒性が低い。
【０１３１】
【表５】

　＊蒸気ハザード比の参考文献：Ｐｏｐｅｎｄｏｒｆ，Ｗ．，Ａｍ．Ｉｎｄ．Ｈｙｇ．Ａ
ｓｓｏｃ．Ｊ．４５（１０），７１９－７２６，（１９８４）
【０１３２】
　本発明の他の実施形態は、添付の［特許請求の範囲］の範囲内である。
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